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午前10時00分 開 議 

○清水久二博議長 これより本日の会議を開き

ます。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 本日の議事日程は、お手元

に配付してあるとおりであります。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 まず、日程第１、会議録署

名議員の指名を行います。 

 本日の会議録署名議員に、９番二宮淳議員、

10番梅木良照議員を指名いたします。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 次に、日程第２、第131号

議案から第141号議案までの議案11件を一括し

て議題といたします。 

 全議案に対する質疑並びに市政全般に対する

質問を行います。 

 通告がありますので、順次発言を許します。 

 まず、大野立志議員の発言を許します。 

○１番大野立志議員 議長 

○清水久二博議長 大野立志議員 

〔１番 大野立志議員 登壇〕 

○１番大野立志議員 失礼をいたします。この

たびの大洲市議会議員選挙で、第３選挙区より

選出いただきました大野立志でございます。本

日は寒波襲来、積雪も見られ、新人議員として

改めて身の締まる思いですが、合併のスローガ

ンであります「きらめき創造大洲市－みとめあ

い ささえあう 肱川流域都市－」の創造に向

け、市民の皆様の負託にこたえるべく、議員と

しての職責を果たしてまいります。どうぞよろ

しくお願いをいたします。 

 それでは、議長のお許しのもと、通告をして

おりました３件について質問をいたします。 

 まず、平成の大合併とも言われる今回の合併

の大きな目的の一つであります行財政効率化の

推進についてお伺いをいたします。 

 大洲市におきましても、３月の定例会市長施

政方針の中で、新大洲市行政改革大綱の策定を

上げられ、その大きな柱として職員定数の縮減

による人件費の抑制、既存事務事業の見直しと

民間委託の推進により組織機構の見直しを図

り、行政のスリム化に積極的に取り組み、効率

的で効果的な行財政運営の推進に努めるとされ

ております。 

 そこで、新大洲市行政改革大綱作成に当た

り、大洲市行政のどの部分が民間委託に該当す

るとお考えか、また職員定数の縮減はどのよう

な方法をお考えか、職員定数縮減、組織の見直

しに伴う本庁と支所機能の位置づけをどのよう

にお考えかをお伺いいたします。 

 新大洲市行政改革大綱は、今後の大洲市行政

のあり方を示す重要な指針になるものと理解し

ております。行財政の効率化は必要に迫られて

行うものではなく、長期ビジョンを念頭に置き

取り組まれるべきものではないかと考えます

が、合併直後、急速な改革は行政サービスの低

下、職員の士気の低下、支所機能の衰退など、

さまざまな懸念事項も憂慮されます。そのあた

りも含みおきいただき、答弁をお願いいたしま

す。 

 第２点といたしまして、産業の創造について

お伺いをいたします。 

 株式上場企業は増収増益、株価も堅調に推移

するなど、市場のグローバル化に伴い海外需要

の伸びとともに、輸出産業を中心に国内景気は

底がたい回復基調にあると、明るい話題があり

ます。 

 しかし、一方では、グローバル化に適さない

業種、あるいは牽引力のある産業を有しない地

域の景気は、依然長期停滞が実情であり、都市

と地方の格差、また産業構成による地域間格差

が広がっております。従来ですと、景気回復の

気流だとして、国の財政出動によります需要の

創造で、地方の景気浮揚も図られてきたわけで

すが、小さな政府を標榜する国政のもと、また

国の長期債務残高が平成17年度末で774兆円に

上るなど、新たな有効需要政策に期待もできな
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いのが現状かと思われます。 

 また、愛媛県内の経済情勢に目を向けまして

も、平成17年９月現在のハローワーク別有効求

人倍率は、新居浜1.27、四国中央1.16、今治

1.06と、東予地方は堅調に景気回復の傾向が続

いている一方、松山0.71、大洲0.70、八幡浜

0.81、宇和島0.60と、南予地方を中心に、引き

続き厳しい状況を呈しております。 

 大洲市が公表しております資料、財政の健全

化に向けての中で、市税の推移を取り上げられ

ておりますが、市税の推移も大洲市の経済状況

の一つの重要な指標と見ますなら、平成９年度

のピーク時に比べ９億円の減であり、地域経済

の縮小を示しているのではないかと考えます。

企業に門戸を開き、牽引力のある企業の誘致に

重点を置かれることも、即効性が期待でき大切

なことと考えますが、地元企業の新たな異業種

参入や起業家意欲の醸成につながる先進地視

察、会社設立や規制、特許等の法律相談、技術

情報サポート指導、市場調査、販路開拓など窓

口一元化のもと、関係機関と連携の上、地域の

民間活力による大洲ならではの、きらめきある

産業の創造への喚起を促す強力な支援体制を早

急に整える必要があると考えます。 

 新市建設計画の中にも、高付加価値型の農林

水産業の育成、地域産業の再構築と新産業の育

成、若者、女性、中高年の雇用創造に向けて企

業や新商品の開発、販売、支援体制の充実がう

たわれておりますが、大洲市として今後どのよ

うな施策を展開されるお考えか、具体的にお聞

かせ願います。 

 最後になりますが、山鳥坂ダム建設事業は、

昭和57年特定多目的ダムとして建設計画が発表

されて以来24年の間、中予地区の分水離脱など

幾多の変遷を経て、現在は治水目的ダムとして

今日に至っております。非常に緩やかな勾配の

河川、蛇行している河川、支流が多く、下流に

行くほど川幅が狭くなるなど、一級河川肱川の

持つ特異な形状により、数多くの水害の歴史が

あることにつきましても、広く認識されておる

ところであります。 

 また、元来河川の遊水地的役割を果たしてき

ました東大洲地区は、地方拠点都市の指定と相

まって資産の集中が進み、今日に至っては水害

を防ぎ、安全、安心な地域とすることが行政の

責務となりましたが、水のはけにくい地形上の

特異性を持った河川は、水の出口を求め、大洲

盆地を初め至るところに水害をもたらし、治水

は困難を極める現状であり、可能な限りの手だ

てで流量調整を行い、安全、安心を実現するた

めの治水に取り組まなければならないのではな

いかとの認識をしております。 

 みとめあい ささえあう 肱川流域都市とい

う新市スローガンにもありますように、水害で

被災されます方々の痛みも流域全体の痛みであ

り、また水害の軽減のため建設されるダムによ

って水没される方々の痛み、そして県道小田河

辺大洲線の鹿野川大橋から肱川町橡の木瀬地区

までの改良が進まず、災害時には陸の孤島とま

で言われる河辺地区の皆さんの痛みも、流域全

体の痛みであると考えます。 

 そこで、今回鹿野川地区まちづくり計画策定

に関連する補正予算が計上されております鹿野

川地区まちづくり計画策定についてお伺いをい

たします。 

 鹿野川地区は、ダム建設によるつけかえ県道

の影響を直接受ける地域であり、つけかえ県道

によって地域が衰退するとの住民の方々の根強

い不安があります。鹿野川地区は、旧肱川町の

中心地でもあります。まちづくり計画作成に当

たって、鹿野川地区のビジョン作成をどのよう

に考えられ、どのような方法で進められるお考

えなのか回答を求めまして、私の質問を終わら

せていただきます。どうぞよろしくお願いをい

たします。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 
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○大森隆雄市長 それでは、ただいまの大野議

員さんの御質問にお答えをしたらと思います。 

 まず、大きいタイトルが３つあったわけでご

ざいますが、私の方からは３番目に御質問をい

ただきました山鳥坂ダム建設に伴う鹿野川地区

のまちづくり事業について、関連してお答えを

したいというふうに思います。 

 山鳥坂ダム建設が発表されましてから、先ほ

どお話もありましたとおり、水源地域の皆様に

は昭和57年以来24年間の長きにわたり、生活再

建や県道改良の問題等精神的苦痛を初め、いろ

んな意味での痛みをはかり知れないほど与えて

長期間たっとるわけでございまして、このこと

から鹿野川地区を含めました水源地域の再建基

本計画の見直しをいたしまして、この計画に基

づき、愛媛県により水源地域整備計画を作成し

ていただき、各地域の生活再建構想の方針を示

すことによりまして不安の払拭を図りたいと、

このように基本的には考えておるところでござ

います。特に、肱川地区の中心地でございます

鹿野川地区につきましては、地域の景観や文化

的な特性を生かした都市再生整備計画を作成い

たしまして、まちづくり交付金事業の導入につ

いて、現在検討をしているところでございま

す。 

 この計画素案の作成に当たりましては、地域

の実情に精通をされておりますアドバイザーを

含む山鳥坂ダム推進会議を設置いたしまして検

討を行うこととしておる次第でございます。こ

の計画素案に基づきまして、地区のいろんな御

意見の反映に努めるとともに、関係する者が一

丸となって水源地域における諸問題の解決に取

り組むことが最重要と考えておる次第でござい

ます。今後、水源地域の方々の御理解と御協力

が得られますよう、誠心誠意対処してまいりた

いと考えておるところでございまして、議員各

位におかれましても御協力と御支援をお願いす

る次第でございます。 

 特に今回、先ほど御質問をいただきました大

野議員さんにおかれましては、特段のお力添え

を、地元としてのお力添えをいただきたいとい

うふうに大いに期待しとるところでございまし

て、私も２月就任以来、おかげさまで関係職

員、これは本庁、支所を含めてでございます

が、努力もございまして、ダム関連の一連の事

業につきまして、それぞれ上下流にわたりまし

て少しずつではございますが、確実に成果が上

がってきているという認識をしております。あ

らゆる機会を通じて、私自身も上部機関の県や

国土交通省に対しまして、タイミングを見失う

ことなく精力的に回っておるつもりでございま

すが、その成果といいましょうか、その実がぼ

つぼつでございますが、出てきかけたんではな

かろうかというふうに最近思っとるもんでござ

います。今後とも、地元の調整方につきまして

は、特に精通しておられます議員さんでござい

ますので、ぜひとも助けていただきますように

御助言をいただきますように、私の方からも特

段のお願いをこの際しておきたいと、このよう

に思う次第でございます。 

 現在、予算化もいたしまして、鹿野川地区の

全体的な説明会をできるように、早急に段取り

をしていきたいという考えでおるわけでござい

ます。今まで、ややもすると、説明が一部の人

に偏ってなされとるような嫌いがあるやに聞い

とりますんで、私の方ではそうでなくて、地域

全体、これはもう皆さんの町でございますん

で、この町をどう活性化していくか、寂れない

ためにはどうしていくべきかということは、道

路だけでございません。周辺整備も含めて、公

園も含めてやっていきたいというふうに思って

おります。 

 それから、道路の問題につきましては、河辺

から一番近いところの県道につきましては、も

う既に地元の方は御承知だと思いますが、工事

の請負の看板も立ちました。そういうことで、

ぼつぼつでございますが、県の方も本格的につ

けかえ道路のことが緒につきかけておるという
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ふうに認識をしております。あとは、ダム直下

の皆様方あるいは今の鹿野川地区の皆様方、そ

れぞれの方と私が出ていって話す機会が一日も

早くできまして、そして一歩踏み込んだ話がで

きるようになる日を期待して日々職員とともに

頑張っていきたいと、このように思っとります

んで、どうぞ今後とも、地元の議員さん方には

特にそういう意味合いで御足労をかけると思う

んでございますが、よろしくお願いを申し上げ

まして御答弁にかえさせていただきます。 

 後の問題につきましては、助役さん以下で答

弁をいたしますので、どうぞお聞き取りいただ

きたいと思います。よろしくお願いいたしま

す。 

○首藤馨助役 議長 

○清水久二博議長 首藤助役 

〔首藤馨助役 登壇〕 

○首藤馨助役 大野立志議員さんの新大洲市行

政改革大綱についてのうち、民間委託部門、職

員の縮減の手法、それから本庁、支所間の機能

の位置づけという御質問に対しまして、お答え

をさせていただきたいと思います。 

 民間委託の問題でございますが、行政改革大

綱につきましては、昨年末に閣議決定をされま

した今後の行政改革の方針を踏まえまして、総

務庁において策定した地方公共団体における行

政改革の推進のための新たな指針というのが示

されたわけでございます。この指針では、各自

治体で行政改革大綱を策定し、その大綱に基づ

き、おおむね５年間の具体的な取り組みを明示

した計画、集中改革プランを今年度内に策定、

公表することが示されておるわけでございま

す。本市におきましても、この指針を受けまし

て、現在行政改革大綱及び集中改革プランを策

定しているところでございます。 

 議員御指摘の民間委託につきましては、指針

の中で総務事務や提携的業務を含めた事務事業

全般にわたり、民間委託等の推進の観点から、

総点検を実施することということでございま

す。具体的には、類似団体の状況や民間の受託

提案などを参考にしながら、組織の規模を踏ま

えましてメリットが生じるよう、委託の可能性

について検証することということになっておる

わけでございます。当市といたしましても、業

務の民間委託が行革の一つの手段でございまし

て、民間活力の積極的な活用につきましては、

コストの削減や市民サービスの向上などのメリ

ットが期待されるものと考えております。 

 しかしながら、個人情報保護の問題や民間委

託になじまない業務もあるわけでございます。

対象事業の選択、その実施に当たりましては、

十分留意が必要であると考えておるところでご

ざいます。現在、具体的な項目を各課において

検討中でありますが、メリット、デメリットを

勘案した上で、委託効果が見込まれる事務事業

については、積極的な導入を図りたいというふ

うに考えておるところでございます。 

 次に、職員の縮減の手法でございますが、昨

日の山本、二宮両議員さんにも市長の方からも

答弁しておりますとおり、職員の縮減のことに

つきましては、市町村合併の一つの目的でもあ

ります行政の効率化を図るという上で、職員数

の削減は避けて通れない課題であります。現

在、行政改革大綱の策定の中で具体的な削減目

標の検討をしておりますが、この大綱の方針に

沿った定員削減計画を、年度内に策定すること

といたしております。 

 削減の手法といたしましては、具体的な手法

となるわけでございますが、効率的な組織機構

への改編とか事務の効率化、職員資質の向上な

どに努めてまいりたいと思っておるわけでござ

います。また、退職者に対する新規採用者数の

抑制、これなどで対応してまいりたいというふ

うに考えておるところでございます。 

 また、今まで市役所が行っておりました行政

サービスの提供を、市民や市民が参加する団体

などが行おうとする取り組みを支援するとか、

住民と住民と、あるいは住民と行政とが協働し

－54－ 



てまちづくりを推進する仕組みを整えていくこ

とによりまして、行政の役割を見直すことも職

員の削減する一つの方法ではないかというふう

にも考えております。 

 このような方法で合併効果を最大限に発揮で

きるよう、計画的に職員数の適正化を図ってま

いりたいと考えておるところでございます。 

 次に、組織の見直しに伴う本庁、支所機能の

位置づけでございますが、現在の組織機構につ

きましては、合併協議会で確認しております新

市における事務組織及び機構の整備基本方針及

び個別整備方針に基づきまして組織の整備と職

員配置を行ったところでございますが、合併

後、およそ１年が経過するわけでございます

が、さまざまな課題が浮かび上がっておるとこ

ろでございます。例えますと、本庁、支所間の

役割分担が不明確であり効率が悪いとか、部署

によって事務量の差があるとか、決裁完了まで

に時間を要するとか、いろんな点を抱えておる

のが現状でございます。特に、本庁、支所間の

問題につきましては、合併協議会での確認事項

であります常に事務組織及び機構を見直し、効

率化に努め、規模等の適正化を図ると、この方

針に沿って見直しを図る必要があると認識をい

たしております。 

 基本的には、本庁で一括処理することにより

効率の向上が図られる事務事業について、支所

から本庁へ移管することによって支所機能を縮

小していかなければならないというふうには考

えておるところでございます。ただ、来年度、

大幅な組織機構改革を行うといいますことは、

合併後１年でございまして、市民の皆様の混乱

を招くということも予想されるわけでございま

す。この問題は、職員定数の適正化を進めるこ

ととも密接にかかわってまいりますので、組織

機構や人員配置などについてのいま一度再確認

をいたしまして、議員各位、市民の理解を得な

がら、目標に向けて順次見直しに努めてまいり

たいと考えとるところでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○小島健市企画財政部長 議長 

○清水久二博議長 小島企画財政部長 

〔小島健市企画財政部長 登壇〕 

○小島健市企画財政部長 それでは、私の方か

らは、産業の創造に関しましてお答えをいたし

ます。 

 近年の日本経済の長引く低迷は、本市におき

ましても、その影響が大きいものとなっており

ます。民間企業によります設備投資は手控えら

れ、新規雇用も抑制されるなど、特に製造業の

企業において、そういった傾向が顕著となって

きております。 

 こういった状況のもと、本市におきましては

国・県及び大洲商工会議所との連携によりまし

て、平成12年11月、大洲商工会議所内に大洲地

域中小企業支援センターを設置いたしておりま

す。ここでは、既存の中小企業者や新規創業予

定者の皆様が抱えていらっしゃいます会社設

立、販路開拓などの諸問題に対しまして、中小

企業診断士やマーケティングコンサルタントな

どの専門家によります無料相談を実施している

ところでございます。支援センターを開設いた

しましてから本年の11月末までの延べの相談数

は509件でございます。これを延べ相談件数で

言いますと、940件という状況でございます。

この相談に来られました皆様で、新規創業をさ

れました件数は43件となっております。 

 また、一定の要件を満たす新規創業者には、

国の地域創業助成金というものが受けられます

ように、大洲商工会議所、長浜商工会、そして

川上商工会との連携によりまして大洲市雇用創

出促進協議会を立ち上げまして、本年11月22日

付で、国の方に地域重点分野の設定申し出を行

っているところでございます。これは、国・県

等の施策を活用いたしました支援体制を築いて

いこうとするものでございます。 

 また、初めての試みといたしましては、県な

どとの共催による地域密着型ビジネス創業講座
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を開催いたしております。45人の方から受講の

申し込みがございまして、去る10月６日から

11月10日の間に６回の講座を開催をいたしまし

て、参加者の皆様からは好評を得ているところ

でございます。 

 さらに、将来の人材育成も考え、大洲小学

校、喜多小学校、平小学校、この各５年生を対

象にいたしました大洲キャリア教育事業、これ

を実施しておりまして、子供たちの職業意識の

高揚にも努めているところでございます。 

 これらの取り組みは、産業振興あるいは産業

創造に対しまして、即効性のあるものではござ

いませんけども、継続をすることによりまして

効果があらわれてくるものと思っております。

国・県を初め関係機関との連携を図りながら、

継続して実施できるように取り組みをしてまい

りたいと考えております。 

 今後におきましては、地域ブランドの育成も

重要と考えますことから、中小企業基盤整備機

構とも調整を図りながら、積極的に大洲ブラン

ドの醸成に取り組みをしてまいりたいと考えて

いるところでございます。 

 また、本議会において企業誘致条例の一部改

正をお願いをしておりますけども、県当局の御

支援をいただきながら、情報系企業の誘致を目

指しておりますので、議員各位におかれまして

も何かと御協力、御支援をいただきますように

お願いを申し上げます。 

 以上、お答えといたします。 

○清水久二博議長 次に、吉岡猛議員の発言を

許します。 

○23番吉岡猛議員 議長 

○清水久二博議長 吉岡猛議員 

〔23番 吉岡猛議員 登壇〕 

○23番吉岡猛議員 景気回復を願い、三位一体

改革に目を奪われている間に国内の治安は悪化

し、小学生の殺人事件が発生しています。その

むごい残忍な手口には憤りを感じます。私たち

大人は、隣近所と、地域のきずなを密にし、子

供たちを危険から守っていかなければなりませ

ん。 

 さきの６月議会の私の質問で、大森市長さん

のお答えの中で、行財政推進に向けて魂は入れ

ます、今度は私が吉岡議員さんの姿勢を見せて

いただきますと言われています。６月末の議員

辞職までには紆余曲折はありましたが、大森市

長さんの魂を入れる一助にはなったと考えま

す。今後、大洲市の発展と住民の皆様の目線

で、幸せづくりに精進してまいります。 

 それでは、通告をしております質問をしてま

いります。理事者の誠意あるお答えをお願いい

たします。 

 来年度の予算編成の基本方針についてお尋ね

をいたします。 

 三位一体改革の中、平成16年度決算状況は、

借入金436億6,661万円、市民１人当たり83万

7,423円、公債費比率20.5％、起債制限比率

13.4％と、厳しい財政状況になっています。県

より公債費負担適正化計画の策定を求められま

した。今年度から７年間かけて、起債制限比率

を13％未満に抑制する、財政の健全化計画であ

ります。自主財源の市税、交付税の減収も見込

まれ、限られた財源の中の予算編成となります

が、その基本方針についてお尋ねをいたしま

す。 

 また、議案説明の中で、地域間のバランスの

とれた市政運営に努めてまいられると言われて

おります。どのようなお考えか、お伺いをいた

します。 

 また、あわせて公債費比率についても、お伺

いをいたします。 

 指定管理者制度の導入ついてお尋ねをいたし

ます。 

 民間ができることは民間に、2003年に地方自

治法が改正され、来年９月までに全施設を直営

か指定管理者かを決めなければなりません。大

洲市では、民間業者を引きつける施設は限られ

ていると思います。市民の財産を事業に活用す
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る以上、その選定に当たっては透明性、公正さ

が求められると思います。地方自治法は、市

長、議員が経営にかかわる団体と、その自治体

との請負契約は禁じていますが、指定管理者制

度には兼業禁止規定が適用されないと思いま

す。その対応についてお伺いをいたします。 

 また、進捗状況についてもお伺いをいたしま

す。 

 食材を利用される施設については地産地消を

行うよう望みますが、お伺いをいたします。 

 地区長会、自治会制度の充実についてお尋ね

をいたします。 

 この制度は、合併後２年間にわたって協議、

検討していくとのことであります。次の市議会

議員選挙は定員減になり、大選挙区で実施され

ます。その結果、議員のいない地区もできると

思います。地域の状況、住民の声が行政に反映

されなくなり、その解決としてこの制度を充実

し、声が届くようにできればと考えております

が、お伺いをいたします。 

 公用車の適正配置、使用についてお尋ねをい

たします。 

 地球の温暖化が叫ばれ、環境に優しい対応が

求められています。現在、大洲市において本

庁、支所204台が配置されていると、昨日の二

宮淳議員さんの質問にお答えになっています。

その状況が適正配置とお考えか、お伺いをいた

します。 

 また、車の使用状況についてもお伺いをいた

します。 

 現在、ＣＯ２の削減が求められていますが、

エコ自動車を導入されるお考えはないか、お尋

ねをいたします。 

 治水対策についてお尋ねをいたします。 

 まず初めに、若宮側右岸堤防についてお尋ね

をいたします。 

 五郎橋より上流左岸において、現在工事が実

施されています。新聞報道によりますと、玉

川、只越地区の左岸280メートルが整備をさ

れ、70センチかさ上げし、1995年の水害の洪水

に耐えるよう、本年度中に整備すると報道され

ております。肱川の洪水は、流量によって流れ

る速さ、方向性が異なると考えます。若宮側の

右岸は完成堤防でありますが、完成年度によっ

て堤防の強度、天端の高低差が異なり、堤防の

中まで水が浸透しているのではと心配をしてお

ります。堤防の決壊はないと思いますが、お伺

いをいたします。 

 河道の整備についてお伺いをいたします。 

 先日も、この質問については質疑応答があり

ました。私も住民の皆様からいろいろと言われ

ています。しかし、あの河道の状況では、住民

の皆様の納得をいただけないと私は考えており

ます。市民の目線で見た河道の状況を国土交通

省にお伝えをいただき、整備をお願いしたいと

思いますが、お伺いをいたします。 

 東若宮地区の浸水防止についてお尋ねをいた

します。 

 拠点地区指定を受け、地権者全員の同意と３

割からの負担により土地区画整理事業を実施、

現在の発展につながっています。しかし、昨

年、今年のたび重なる浸水被害により、完成後

の評価より著しく土地の価値が下がり、安い価

格で処分をされています。また、賃貸借契約に

も影響があるのではと心配をしております。浸

水の状況は、肱川本流が洪水になり、越流堤か

ら二線堤内に入り、津波のようになり東若宮の

道路を越して流れ込むと言われております。強

制排水事業も計画をされていますが、完成年度

も明示されておりません。今考えられている対

策があれば、お伺いをいたしたいと思います。 

 次に、水道事業についてお尋ねをいたしま

す。 

 旧大洲市において、昭和31年に創設され、そ

の当時は石綿セメント管で布設をされ、老朽化

が著しく、先日、堀の内地区の県道において、

11月に３回も破裂をし、２回目は真夜中で、補

修の後で砂利が敷かれていただけで、破裂によ
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って穴があき、車が落ち込むという事態になり

ました。３回目の破裂のときは、今後どうなる

のだろうかと、住民の皆様は大きな不安を訴え

ていました。石綿セメント管使用の範囲につい

てお尋ねをしたいと思います。 

 また、公共下水の工事と一緒に布設替えの計

画等をお聞きしております。財政上の関係もあ

ると思いますが、できれば早急に工事を実施し

ていただきたい、このように思いますが、お伺

いをいたします。 

 その他行政について、職員の地区入りについ

てお尋ねをいたします。 

 地域に住む人の年齢も高齢化になっていま

す。行事の計画をしても、できかねる地区もあ

ると聞いております。ある区長さんが地区入り

をしていない人を調べておりますと、それは市

の職員であることがわかりました。役所へ問い

合わせると、個人情報保護法によってお知らせ

することができないとのことでございました。

現職の職員さんであれ、退職された職員さんで

あれ、地域づくりには積極的に参加すべきと考

えますが、どのように指導されているのか、ま

た加入の実態はどうなっているのかお尋ねをい

たしまして、私の質問を終わります。ありがと

うございました。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 ただいまの吉岡猛議員さんの

御質問にお答えをしたいと思います。 

 私の方からは、１番目に掲げられておられま

す行財政改革について、２番目の一つでござい

ます指定管理者制度導入について、この２点に

ついてお答えをしたいと思います。 

 平成18年度予算編成に当たりましてのポイン

トにつきましては、昨日宮本議員さんの御質問

に詳しく御答弁申し上げましたので、重複でご

ざいます。 

 中でも、特に吉岡議員さんにおかれましては

公債費比率と地域間バランスをどうとっていく

のかという点の御質問がございましたので、こ

の２点につきまして御答弁を申し上げたいと、

このように思います。 

 公債費比率はお話のあったとおりでございま

して、平成16年度20.5％ということでございま

して、県下11市の中でも20％を超えております

のは、大洲市を含めて２市のみの状況となって

おることは、もう既に御承知のとおりでござい

ます。平成17年度、来年３月になりましても

20％台で推移すると予測をしておりますが、今

後、今年度策定いたしました公債費負担適正化

計画のもと、起債制限比率の適正化に準じて順

次改善が図っていけるものというふうに考えて

おる次第でございます。 

 地域間のバランスをそれじゃあどうとってい

くのかということでございましたが、合併協議

会等におきましても各種事務事業についてでき

る限り調整し、新市に引き継いでまいっており

ますが、旧市町村独自のもので、その地域性や

実情等に配慮しながら地域限定で一定期間継続

するもの、それから合併後に調査研究を行い調

整をするものなども、現在残っておるわけでご

ざいます。平成18年度予算編成におきまして

も、市町村合併の一番重要な目的でございます

行財政の効率化、推進を基本としながら地域間

のバランスに配慮し、急激な市民サービスの低

下を招かないように、慎重に残された調整課題

に取り組んでまいりたいと、基本的に考えてお

る次第でございます。 

 新市として発展いたしますためには組織機構

及び事務事業など、市民のニーズや社会状況に

より絶えず見直しをしながら、よりよい体制を

構築していく必要があるという認識をしておる

次第でございます。 

 今後、議員の皆さん方を初め、市民の皆様の

いろんな諸会合で生の声を聞かせていただきま

して、それらを集約しながら市民の皆様に、満

足とまではいかなくても、及第点をもって見て
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いただけるような、合併していてやっぱりよか

ったなと言ってもらえるような大洲市の創造を

目指して努力して、日々精進してまいりたい

と、このように考えておりますので、御理解と

御協力をお願いする次第でございます。 

 次に、指定管理者制度の導入についてでござ

いますが、公の施設の全般的な管理運営につき

ましては、公共的団体や地方自治体の出資法人

などに限定して委託することができることとな

っておりましたが、地方自治法の一部改正に伴

いまして、指定管理者制度が導入され、民間の

事業者等が施設の管理者となることができるよ

うになりました。最近新聞報道等にもございま

すように、県内におきましても各自治体でさま

ざまな施設に導入をされておりますし、さらに

多くが導入を前提に検討されてるようでありま

す。 

 本市におきましても、指定管理者制度の導入

状況でございますが、旧大洲市において議決い

ただいております肱南憩いの里、もとの油屋で

ございますが、１施設のみでございまして、株

式会社ジェイアール四国アーキテクツを指定管

理者として、現在運営をしております。 

 現在の進捗状況につきましては、既に公の施

設に関する調査を行いまして指定管理者制度導

入指針を策定し、制度導入に向けた取り組みを

進めておりますが、制度導入に関しましては施

設の性格や業務、サービス内容、効率的な運営

が可能かどうかなど、さまざまな方面からの検

討を行う必要があります。そこで、改正前の地

方自治法の規定により管理委託を行っている施

設につきましては、既に外部委託を行っていま

すため、円滑に指定管理者制度の導入を行うこ

とができること。さらに、管理委託制度の廃止

に伴う法期限であります平成18年９月、来年の

９月でございますが、現在の管理委託にかわる

管理方法を決定する必要があることなどから、

優先的に指定管理者制度導入に向けた準備を進

めているところでございます。 

 また、現在直営の施設につきましては、指定

管理者制度を導入することが適当であるかどう

かを十分に検討いたしまして、有効ということ

になりますならば積極的に導入していきたいと

考えております。 

 また、特に議員さんお尋ねございました地産

地消の考え方についてはどう反映させていくの

かということでございますが、物品販売や飲食

サービスの提供が伴う施設に関しましては、指

定管理者の管理業務の条件として積極的な活用

を盛り込むことも不可能ではございませんの

で、第１次産業を含め本市全体に相乗効果が生

まれるような取り組みも、今後十分に検討して

まいりたいと考えておる次第でございます。 

 指定管理者制度の導入に当たりましては、諸

準備が整いましたら施設の条例改正を初め、指

定管理者の指定議案を議会の皆様にお諮りする

こととなりますので、その際には格別の御理

解、御協力を賜りますようお願いをする次第で

ございます。 

 以上、私の方から２点お答えを申し上げまし

て、あとの問題はそれぞれの担当の方からるる

御説明申し上げますので、よろしくお願い申し

上げます。 

○小泉勝明総務部長 議長 

○清水久二博議長 小泉総務部長 

〔小泉勝明総務部長 登壇〕 

○小泉勝明総務部長 それでは、私の方からは

地区長会、自治会制度の充実についてほかお答

えをいたします。 

 また、先ほど指定管理者制度導入につきまし

ては市長からお答えをいたしましたが、私から

は市長、議員の兼業禁止の適用除外について補

足をさせていただきます。 

 地方自治法第92条の２及び第142条の規定に

つきましては、請負契約等の兼業禁止が規定を

されておりますが、指定管理者制度につきまし

ては地方自治体が行うべき管理運営を代行する

ものであり、議会の議決を経て指定する行政処
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分でございますために、請負には該当しないこ

とから、兼業禁止の規定は適用されません。今

後選定の条件としてこの項を加えるかどうかに

つきましては、今後検討することになると考え

ております。 

 次に、地区長会、自治会制度の充実について

でございますが、現在旧大洲市、長浜町では区

長会制度、旧肱川町では自治会制度、旧河辺村

では行政連絡委員制度と、まだ統一がされてな

いというのが現状でございます。これらの組織

につきましては、平成18年度中には、今現在い

ろいろ検討をしておるわけでございますが、

18年度中には統一するように皆さんと協議を進

めてまいりたいと考えているところでございま

す。 

 議員さん御指摘の地域間の要望や質問事項に

つきましては、それぞれの組織から地区要望書

という形で出していただき、関係各課から回答

をまとめているのが現状であります。 

 今後におきましても、こういった形での地域

からの声は大事にしていきたいと思いますし、

地域のバランスを考慮しながら対処してまいり

たいと考えておりますので、議員各位の御協力

もあわせてお願いを申し上げる次第でございま

す。 

 次に、公用車の適正配置、使用につきまして

でございますが、合併に伴いまして本庁、支所

ともに公用車を使用しての業務が増大しており

まして、部署によりましては公用車が不足をし

ているというのが現状でございます。今後策定

をいたします公用車管理計画の中で、各部署へ

の適正な配置や、またエコ車の導入につきまし

ても検討してまいりたいと考えておるところで

ございます。 

 それからもう一点、職員の地区入りについて

の御質問がございました。特に市街部では、こ

の地区入りにつきましてはアパートあるいはマ

ンション、こういったとこの入居世帯の方、居

住期間が短いこともございまして、区入りをさ

れてない世帯が多いという地区もございます。

ごみの収集や地域の活動にも支障があるという

御指摘があり、また市内全域での少子・高齢化

が進行している中で、区長さんからも、市から

区入りを推進してほしいとの意見がございまし

た。こういった中、市の職員につきましても、

親と別世帯で住んでいるが、おつき合いは親元

でしなければならないといったようなこと、ま

た、結婚して一時的な住まいである等の理由で

区入りをしてないという職員があったという状

況がございます。これらの状況を考慮いたしま

して、市職員に対しましてはことしの７月14日

付で総務部長名で「行政区への区入りとコミュ

ニティー活動への参加促進について」と題しま

して、地区入りを初めとする地域コミュニティ

ー活動の積極的な参加を呼びかける文書を電子

掲示板で掲載し、啓発を促したところでござい

ます。 

 また、以前より公民館主催の運動会や文化祭

など、地域を挙げて開催されるイベントにつき

ましては、スタッフとして協力する体制も確立

しておるわけでございまして、コミュニティー

活動の活性化にも極力努めておると考えておる

わけでございます。特に、職員は地域のリーダ

ーとして、また地域の協力員として、地域にお

ける自治意識の向上に努めていきたいと、また

いってもらいたいと思っております。住みよい

まちづくりを進めていく上で大変大切なことで

ございますので、今後とも区入りに対する指導

徹底を図ってまいりたいと考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○三保禮三建設農林部長 議長 

○清水久二博議長 三保建設農林部長 

〔三保禮三建設農林部長 登壇〕 

○三保禮三建設農林部長 それでは、私の方か

らは治水対策の３点についてお答えをいたしま

す。 

 まず、若宮側の右岸堤防についてでございま

す。 
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 肱川水系の河川整備計画というものが昨年の

５月に策定をされましたことから、この計画に

基づきまして、上下流のバランスを考慮しなが

ら築堤事業と適正なる河道の管理が実施されて

いるところでございます。 

 現在の築堤事業について申し上げますと、き

のうもお答えをいたしましたが、無提地区の解

消並びに肱川流域の治水安全度でございます、

今あります15分の１をさらに向上するために、

下流の方から優先をして河川改修をしようとし

ているものでございます。 

 また、河道の維持管理についてでございます

が、昨年の台風16号により被災をしました堤防

ですとか、そこの漏水対策、それから倒木処理

などの災害復旧工事を主なものとしてやってい

るようでございます。 

 議員さん御指摘の、若宮の右岸堤防について

でございますが、先ほど言われましたように、

現在完成堤防となっており、流域には、先ほど

申しましたように、暫定堤防以下の箇所が多数

残っておりますこと、それから当地区につきま

しては、現在のところ漏水などの被災形跡はな

いことから、今後は、しばらくの間は地元の水

防団などに御協力をいただきながら、引き続き

まして巡視や点検を行っていきたいと。そし

て、堤防の安全確保に努めていきたいと言われ

ておりますので、御理解をいただきたいと存じ

ます。 

 次に、河道の整備でございますが、きのうか

らお話をしてますように河床掘削も含めまし

て、昨日から答弁してまいっておりますが、下

流部での洪水、はんらんを増大させるというこ

とが一番大きな問題として、基本的には最終段

階で実施される、そういうふうに伺っていると

ころでございます。 

 しかしながら、先ほども申し上げましたよう

に、洪水後の倒木処理ですとか、適正な維持管

理、それから、きのうも答えましたけども、局

所的に土砂がたまっとるとこなどがございます

ので、これらにつきましては順次取り組んでい

ただきますように、これから先も要望活動を十

分に進めていきたいと考えておりますので、御

理解をいただきたいと、このように思うわけで

ございます。 

 それから、東若宮地区の浸水問題について触

れられました。この地区につきましては、平成

16年10月に土地区画整理事業の竣工を迎えまし

て、大洲市の東の玄関口の一角としてさらなる

発展を期待しているところでございます。当事

業によりまして整備されました道路の一部、

430メートルございますが、この部分は二線堤

を兼ねた市道の一部としての機能を持っており

ます。この二線堤によりまして、昨年の台風

16号及びことしの台風14号では、拠点地区への

流入を約２時間おくらせることができまして、

それから浸水深も低くすることができたことか

ら、東大洲地区での総合的な冠水被害の軽減策

といたしまして効果のある施設と認識をしてい

るところでございます。 

 しかしながら、二線堤によります拠点地区へ

の治水効果はありましたが、最終的には二線堤

を越流しまして、議員さん言われますように、

東若宮地区も含めました拠点地区が浸水したこ

とにつきましては、当事業の目的でございます

有効な土地利用を部分的に阻害をしてしまった

と、こういう結果になりました。このことか

ら、当地区を含めます東大洲地区全体の総合的

な治水対策を講じていく必要があると思ってい

ます。 

 抜本的な治水対策といたしましては、きのう

からお話をしとりますが、外水はんらんに対応

した矢落川の左岸堤防のかさ上げ及び内水はん

らんに対応いたしました排水機場の設置である

と思いますけども、先ほどからずっと申し上げ

ておりますように、上下流のバランス等の問題

があります。そして、それにつながります予算

の増額、それから下流域の早期整備をできるだ

け早くしていただくようにすることが一番の解
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決になりますんで、市長を先頭にいたしまし

て、とにかく強く要望してまいるつもりでおり

ますので、議員各位におかれましても、どうぞ

御協力のほどお願いする次第であります。 

 なお、大洲市といたしましても、できる措置

といたしましては盛り土の規制でございますと

か、それに付随します貯留施設をつくろうとい

たしております。そういうことを通しまして、

拠点地区の浸水区域の拡大ですとか、今ありま

す浸水深がさらに高くならないような、そうい

う努力をしていきたいと考えておりますので、

どうぞよろしく御理解をいただいたらと思うわ

けでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○口井睦雄建設農林部副部長 議長 

○清水久二博議長 口井建設農林部副部長 

〔口井睦雄建設農林部副部長 登壇〕 

○口井睦雄建設農林部副部長 それでは、私の

方からは水道事業についてお答えをいたしま

す。 

 大洲市の上水道、合併しましたので長浜と大

洲分がございますが、大洲の事業分の水道管に

つきましては、延長で約246キロございます。

そのうち石綿のセメント管の延長は約16キロご

ざいます。この石綿セメント管につきましては

昭和31年に認可を受けまして、32年度から旧大

洲町で上水道の工事を開始いたしております。

それから、昭和56年度の第３次拡張事業までこ

のセメント管を布設しております。現在は使用

はいたしておりません。 

 主なものといたしまして、口径200ミリ以上

でございますけども、これらの配水管の布設状

況でございますが、菅田に能登配水池というの

がございます。そこから松ケ花を経由いたしま

して五郎駅まで、それから松ケ花から新谷の町

内を経由いたしまして帝京第五高校付近まで、

それと徳森に簡易郵便局がございますが、あれ

から中央病院まで、これまでを大口径の200ミ

リ以上で配水をいたしております。 

 なお、若宮下に踏切がございますが、これか

ら駅前までの交差点があります。この旧道の配

水管につきましては開設当初より布設替えをし

ておりませんので、現在もセメント管が残って

おります。このセメント管の布設替えの計画に

ついては特に現在ありませんが、今のところ国

道、県道、市道の改良時に合わせて行いたい

と、このように考えております。 

 なお、先ほど議員さんにも言われましたけれ

ども、議員さんとこの前は３回も噴き上がりま

して、大変住民の方には御不満であろうかと思

いますけれども、私ども漏水は24時間体制でそ

の都度対処するということにしております。そ

ういうことですので、今回の件につきましては

住民の方、御不満のこと非常におわびをいたし

たいと思います。 

 なお、若宮の地区につきましては、二重投資

ということもありますので、肱北地区の公共下

水道工事、これの施工どきに順次布設替えをし

たいと、このように考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○清水久二博議長 次に、桝田和美議員の発言

を許します。 

○11番桝田和美議員 議長 

○清水久二博議長 桝田和美議員 

〔11番 桝田和美議員 登壇〕 

○11番桝田和美議員 公明党の桝田和美でござ

います。再び議会でこのように発言できるチャ

ンスを与えていただきまして感謝するととも

に、ただ一人の女性議員として女性の声もしっ

かり議会に届けてまいりたいと思います。 

 議長のお許しをいただきましたので、通告に

従い質問をさせていただきます。 

 まず初めに、子育て支援についてお伺いいた

します。 

 今、我が国においては子供を産み、育てにく

い社会が急速に進行していると言われておりま

す。少子化の現状は深刻であり、その結果、日

本の総人口は2006年の１億2,774万人をピーク
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に減少に転じる見込みで、厳しい人口の減少が

予測されます。この急速に進む少子化による人

口の減少は、経済成長だけでなく社会保障制度

のあり方にも大きな影響を及ぼします。皆さん

も御存じのように、全国の出生率も人口維持に

必要な水準2.07を大きく下回り、2004年には

1.29まで落ち込んでいます。この少子化の原因

には、仕事と育児の両立が難しい、子育てにか

かる費用負担で結婚や出産をためらうなど、子

育ての苦労が喜びを上回っていることが指摘さ

れております。 

 公明党はチャイルドファースト社会の実現に

全力で取り組んでいます。チャイルドファース

ト社会とは、子育てを社会の中心軸に据え、女

性が安心して子供を産み、育てることのでき

る、人に優しい社会です。子供の幸せ、子供の

安心が最優先で確保されなければならないと考

えます。国も児童手当や出産一時金などの子育

て世代への経済的支援の拡充や子育て支援策を

推進できる体制づくりをさらに進めておりま

す。 

 そこで、自治体によっては子供に関する行政

窓口を一本化して、子供部として子育てに関す

るさまざまな事業を効果的に推進しているとこ

ろがあります。学童保育も保育ととらえるの

か、放課後の子供の居場所づくりとするのか

で、担当の課が違ってきます。子供のことなら

ここにと、市民にもわかりやすくするために窓

口を一本化することで、きめ細かな子育て支援

が可能になると考えますが、いかがでしょう

か。 

 また、子育てに奮闘する世帯を応援するファ

ミリーサポートセンターや在宅子育てサポート

などを整備していくことも必要かと考えます。

子供を預かってほしい人と預かりたい人を仲介

し、会員同士で子育てを支え合う仕組みになっ

ております。これはシルバー人材センターとの

連携した取り組みで実現できないでしょうか。 

 また、子供たちを取り巻く環境や日ごろ感じ

ている疑問、要望など、子供たちの声を聞く子

供議会を開催してはいかがでしょうか。未来を

担う子供たちが政治への関心を高めるととも

に、自分の地域や周りのことに関心を持つこと

はとても大事なことです。子供たちの生の声を

聞くいい機会だと思われます。 

 先日、市長はこれからが真に新大洲市の船出

だと、新しい大洲の創造に努めていきたいと語

られておりました。市長が考えられる親子とも

に心豊かな子育てができる支援、また瞳輝く大

洲の子供たちの教育に関してどのような方針を

持たれているのか、伺いたいと思います。 

 次に、児童が犠牲となる痛ましい事件が１週

間のうちに２件、その後２人の児童が巻き込ま

れたと思われる事件も起こり、驚きと怒りで言

葉もありませんが、本当に100％子供を守るこ

との難しさを痛感しております。事件が起こる

たびに親はもちろん、学校、地域では安全対策

を強化しております。それでも後を絶たない事

件に、子供たちをどうすれば安心で安全な生活

を送れるように守ってやれるのか、考えなけれ

ばなりません。そして、どんな環境でも起こり

得ることを念頭に置きながら、子供たちを健や

かに、心豊かに育てていきたいと願うもので

す。下校時の通学路の安全についていま一度再

点検を行うべきであると考えます。 

 通学路安全マップも大人がつくった安全マッ

プでなく、ここは道が狭い、ここは昼間でも暗

い、民家が途切れている、ここは不審者が出た

ところだなどと、実際に子供たち自身が歩いて

みて注意すべき点を確認しながら作成するマッ

プが一番効果のあるマップになると言われま

す。そして、危険なところは地域の大人たちや

警察と連携を取り改善し、また下校時間に合わ

せて犬の散歩やウオーキングをしてもらえるよ

う、地域住民に声かけ合って、協力しながら、

子供たちを守っていく体制づくりを強力に進め

ることが必要だと思います。通学路安全マップ

の作成状況やＰＴＡ、地域住民との協力体制は
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どのくらい進んでいるのか教えていただきたい

と思います。 

 また、放課後の安全確保には、低学年が対象

ではありますが、学童保育もできました。その

利用も親にとっては大変安心して仕事をするこ

とができると思います。これから２カ所、３カ

所目と、学童保育の拡充に向けた状況は進んで

いるのか、お聞かせいただきたいと思います。 

 次に、子育て、教育の面から図書館の建てか

えについての現状をお伺いいたします。 

 ３月議会でも質問をさせていただき、市長か

ら老朽化の現状では早急に建設することが望ま

しいが、厳しい財政事情の中、決断をする時期

が来ているのではないかとの答弁をいただきま

した。建てかえは長い間の市民の思いです。早

急な御決断をいただき、図書館としてだけでな

く、文化ホールの併設や市民ギャラリーなど、

高齢者や乳幼児まで、多くの市民の憩える場所

を提供していただきたいと思います。特に、子

供たちにとっては放課後にも安心で安全で、本

と親しむ環境のいい場所となります。ぜひ早期

の建設を望みます。 

 ２点目に、昨日の質問と重なると思います

が、要望も含めてＡＥＤ（自動体外式除細動

器）について質問させていただきます。 

 現在、心臓突然死は年間４万人とも言われて

おります。この突然死の中で最も多いのが心室

細動で、心筋梗塞などの疾患や、また急激な運

動によって引き起こされることもあります。こ

の心肺停止患者に電気ショックを与え、機能の

回復を図る医療機器がＡＥＤです。心室細動に

陥った場合、その後１分ごとに救命率が10％ず

つ減る。処置が早ければ早いほど救命率が高い

とされており、救急車が到着するまでの間の応

急処置として、一刻も早いＡＥＤの使用が必須

となります。また、専門知識は不要で、心肺停

止患者の胸に２カ所パットを張り、音声案内に

従ってボタンを押すだけで自動的に心電図を測

定し、必要ならば電気ショックを与えます。 

 これまで医療従事者しか使用できなかったこ

のＡＥＤが、昨年７月より救命の場に居合わせ

た一般市民にも解禁になりました。欧米では既

に空港、駅、競技場、学校などに備えられ、公

衆電話並みに普及し、救命向上につなげており

ます。公明党も一人でも多くの人の命を救うた

め、全国的に設置、普及を目指した活動を展開

し、多くの自治体でＡＥＤ普及の環境が整って

まいりました。 

 そこで、公共、民間を問わず、多くの人が集

まる場所、学校、福祉施設、体育施設などへの

配備を速やかに進めていく必要を感じます。大

洲市におけるＡＥＤの設置状況はどうなってい

るのでしょうか。また、救急車が現場に到着す

る平均時間は何分ぐらいかかるのでしょうか。

およそ１年間で心肺停止患者がどれくらい搬送

されたのか。また、その後の経過も、よかった

ら教えていただきたいと思います。 

 また、ＡＥＤについては普及と同時に一般市

民への周知が必要であると思われます。このい

ろんな機会に講習会を行い、心肺蘇生法とセッ

トでＡＥＤの扱い方を一人でも多くの市民が学

び、居合わせた人の行動によってかなりの確率

で大切な命を守ることができると考えられま

す。講習についての今後の取り組みをお聞かせ

ください。人命は何より大切で、優先されるべ

きであります。関係機関への周知と協力が得ら

れるような方策を講じていただけるよう要望い

たします。 

 ３点目に、アスベストについてお伺いいたし

ます。 

 このアスベスト問題が大きく取り上げられ、

中皮腫による死亡など、健康被害が表面化して

いる事態を受け、政府は早急なアスベスト対策

に着手してきました。そして、今月初めにアス

ベストの健康被害者を救済する新法案の大綱を

決めました。世界で石綿の発がん性が認定され

たのは1970代、日本でも危険性を確認していま

したが、対策に手つかずのままだったために被
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害が拡大しました。その責任からも、懸命な取

り組みが望まれます。そして、新たに被害を拡

大させないことに対してもきちっとした取り組

みを望むものです。 

 先月の臨時会において市内の公共施設を調査

した結果、１中学校と２つの小学校にアスベス

トが見つかり、対策を施すこと、また市役所前

の立体駐車場と肱北駐車場の吹きつけはアスベ

ストを含むものでないこと、今後もアスベスト

が確認された場合は順次対応をするとの説明で

ありました。今後も調査結果については市民に

知らせ、適切な対応を願うものであります。 

 ただ、このアスベストは熱や酸、アルカリに

強く、断熱材や保温材などとしてもすぐれてい

ることから、例えば、給食に使われております

回転がまの底にも使われております。自治体に

よってはそのとらえ方が、人体に影響を及ぼす

基準値ではないので使用可能にしているのか、

また子供の健康を最優先で、アスベストが使わ

れているものすべてを取りかえていくのかとい

うことに異なっております。市の財政状況もあ

りますが、とりわけ静かな時限爆弾と言われて

おりますこのアスベストを、市はどのようにと

らえているのでしょうか。また、これからは公

共施設だけでなく、民間の建築物などのアスベ

スト使用状況調査やサンプル調査も実施してい

かなければならないと考えます。 

 そこで、まず健康被害者の対応とともに、市

民の不安解消のために相談窓口を設置し、相談

に応じることが必要と考えますが、その状況と

対応を教えていただきたいと思います。そし

て、サンプル調査をしたいと申し入れのあった

場合には助成措置の取り扱いはできるのでしょ

うか。 

 また、市民の目には、吹きつけがすべて人体

に有害なアスベストであると認識している人も

多く、不安をあおることはないのですが、きち

っとした形で市民への状況説明や、報告、周知

は必要であると思われます。安心できる情報を

ホームページや広報など、何らかの形で公表す

べきであると考えますが、いかがでしょうか。 

 最後に、栄養教諭についてお伺いいたしま

す。 

 食の大切さは幼児期からの学習体験が重要と

言われております。文字が読めず計算もできな

い幼児期から、自分の体にいい食を賢く選び、

上手に組み合わせていける知恵を育てることが

食育であると言われます。 

 ことし６月に食育基本法が成立したことか

ら、食育という言葉をよく耳にはします。多く

の人がこの食育に関心を持ってはいるのです

が、７割以上の人が食育の意味を知らないのが

現状であります。飽食の時代、また豊かである

にもかかわらず偏った傾向に陥りがちな現在の

人の食生活の乱れから、成人病などの病気がふ

えております。この食生活の乱れは子供たちに

もさまざまな影を落としております。成長期に

ある児童・生徒にとって健全な食生活は健康な

心身をはぐくむために欠かせないものでありま

す。 

 しかし、以前から心配されておりますよう

に、朝食をとらないなど、食習慣の乱れや肥満

の増加、逆に過剰なダイエットに走る子供の増

加、食物アレルギーなど、食生活を取り巻く環

境の変化があります。肥満傾向児がふえ、学校

保健統計検査によれば、小学校６年生男子で

は、昭和52年には6.7％が肥満傾向であったも

のが、平成14年度には11.7％と、ほぼ倍増して

おります。反面、やせ願望の低年齢化も進み、

平成14年度の厚生労働省の調査によると、不健

康にやせている女子は中学３年生で5.5％、高

校３年生で13.2％にも上っております。栄養と

脳の発達や心の健康との関係も指摘されており

ます。 

 また、子供たちの食をめぐる問題で指摘され

る、ふえ続ける食物アレルギーへの対応も重要

な問題です。本来栄養となるべき食べ物が原因

でアレルギー症状を引き起こす食物アレルギー
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は、適切な医療とともに学校給食など、幅広い

対応が必要な疾患であります。 

 そこでまず、この食物アレルギーの児童・生

徒は大洲市にはどのくらいの方がいらっしゃる

のでしょうか。そして、その学校給食における

対応もお聞かせいただいたらと思います。 

 このような背景の中、ことし４月に学校にお

ける食に関する指導を充実し、児童・生徒が望

ましい食習慣を身につけることができるよう

に、新たに栄養教諭制度が設けられました。こ

の栄養教諭は、栄養に関する専門性と教育に関

する資質をあわせ持つ教育教員として、家庭科

の時間などで食に関する指導を充実していくこ

とに期待をされております。大洲市では栄養教

諭の配置にどのように取り組まれておるのか、

お聞かせいただきたいと思います。 

 子供たちが将来にわたって健康に生活してい

けるよう、栄養や食事のとり方など、食の自己

管理能力や望ましい食習慣を子供たちに身につ

けさせていけるよう、家庭への働きかけや啓発

運動も重要かと考えます。ぜひ未来の宝である

子供たちの心身の健康増進のためにも、栄養教

諭の配置を御検討いただきたいと考えます。 

 以上で私の質問を終わらせていただきます。

どうかよろしくお願いいたします。ありがとう

ございました。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 それでは、桝田議員さんの御

質問にお答えをしたらと思います。 

 まず、子育てのことでございますが、これは

本来教育委員会の範疇でございますが、あえて

市長の見解を求めるということでございますん

で、可能な範囲お答えをしたいと思います。そ

れから、図書館の建てかえ、ＡＥＤ、この３点

について、私の方から御答弁を申し上げたい、

このように思っております。 

 教育は、人格の完成を目指し、平和的な国家

及び社会の形成者として、勤労と責任を重ん

じ、自主的精神に満ちた心身ともに健康な国民

の育成を期して行うことであるということは、

教育基本法に示されているところでございま

す。大洲市の将来を担う子供たちへの教育につ

きましては、知・徳・体、今議員さん言われま

したように、最近はこの上に食育が加わりまし

て、そういうものを兼ね備えた豊かな人間性の

育成や、みずから学び、みずから考える力など

の生きる力をつけることにも主眼を置いて、現

在行ってもらっておるところでございます。 

 私といたしましても、お話にもございました

ように、少子・高齢化社会が顕著に進んでまい

っておる昨今でございますが、いかに少子化を

防ぐ手だてはあるのか、それからどうしたら子

育てのお母さん方の支援が、また今はお母さん

だけではございません、父子家庭というもの

も、ある程度あるようでございますんで、そう

いうものの支援がしていけるのか、こういうこ

とを真剣に考えていかないと、大洲市の将来の

みならず、これは日本国の将来に、先行きが、

子供たちが育っていただきませんと、なかなか

問題点が多いんではなかろうか、そういう社会

的現象は最近も、先ほどお話もあったとおり、

もう顕著にあらわれておるところでございまし

て、十分に心していかなければならない問題だ

という認識をしております。 

 そういう意味におきまして、具体的御提言と

して、子供議会をやってはどうかという御提言

でございましたが、子供たちに活躍の場を与え

ることは、子供たちが自分の町のことをみずか

ら考える時間であり、子供にとっては成長過程

における貴重な体験となるものでありまして、

市行政にとりましても、子供の視線で率直な意

見を出してもらうということは、子供たちがど

ういうふうに大洲市を見ておるかということで

非常に大切だと思いますので、今後も検討して

まいりたいと思っております。 

 ただ、旧大洲市におきましても、かつて子供
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議会は２回やっておられます。ちょうど市制施

行30周年の一連の行事として、昭和59年に模擬

市議会ということで、小・中学生を募りまし

て、古い庁舎でございましたがやられておりま

す。それから、平成９年に、中学生を今度は対

象に子供議会、２回子供議会をやられとる経緯

がございますので、新市に合併をしたという節

目を迎えております。この時点に、第３回目を

またやってみるのも、一つの方法ではなかろう

かというふうに、前向きに考えておるところで

ございます。 

 私としましては、当時もう既に昭和59年です

から、かれこれの御年齢に、そのときに登壇を

された子供たちもなっとるわけでございます

が、そういう経験者も、かつての、どういうふ

うに今育っておられるか、どういうふうにその

当時の思い出を持っとられるか、そんなことも

聞いてみるのも一つの、我々もやりっ放しでな

しに、追跡調査と言うたら失礼になりますが、

ということの御意見を聞いてみて、やっぱりみ

るのもまたいいんではなかろうかというふうに

思っておる次第でございます。 

 いずれにしましても、教育の充実により人材

を育成し続け、本市の安定的な発展につなげて

まいりたいと考えておりますので、引き続き議

員さん各位の御理解と御協力を賜りますよう、

この点につきましては、特にお願いをする次第

でございます。 

 それから、男女共同参画社会と言われて久し

いわけでございますが、桝田議員さんみずから

も言われましたように、次なる機会にはぜひ紅

一点でなしに紅二点になりますように、議会へ

もひとつ女性の立場から、1.29でしりすぼみに

なってもいけません、子供たちをつくって、そ

して育てていただきますような環境づくりの応

援を、一緒になってしていただきたいというふ

うに、これは希望をする次第でございます。 

 それから、図書館の建設についてでございま

すが、これは皆さん、多くの議員さんからも、

また市民の皆さんからも言われとる問題でござ

いまして、現在の進捗状況はどうなっとるかと

いう御質問でございますが、この建設につきま

しては市民の生涯学習活動を支える最も基本的

な施設でございまして、早急に取り組むべき事

業と考えております。現在、新市建設計画の中

に主要事業として、整備計画を位置づけておる

ところでございます。今後、整備検討委員会を

立ち上げまして、幅広い御意見を拝聴しなが

ら、高度情報化社会に対応するシステムを初め

とした、広範囲になりました大洲市全体の市民

のニーズに即したサービスはどうあるべきかと

いうことなどについて協議を行うとともに、御

質問にもありましたような他の施設との併設な

どについても、十分検討していただきたいと考

えております。私は建物そのものにこだわるだ

けでなく、４地区の長浜、肱川、河辺地区も含

めました図書館機能がいかに有機的に活用で

き、市民の皆さん方に幅広く利活用してもらう

かという点にウエートを置いて考えていきたい

というふうに思っております。あわせまして、

本年度から２年間で策定をします大洲市総合計

画の中でも、調整を図っていきたいというふう

に思っております。 

 それから、現在の図書館は、合併４地区いず

れも、私自分みずからが訪ねてみましたが、老

朽化がいずれも進んでおりますことから、早急

に再整備することが必要だというふうには思い

ました。 

 議員さんも御承知のとおり、公共施設全体の

事業費の縮減、見直しが迫られている折でござ

いますので、若干時間は必要かと思いますが、

いずれにしましても最優先をして、この問題は

取り組んで解決をしていくという認識には変わ

りございませんので、何とぞ御理解を賜ります

ようにお願いを申し上げる次第でございます。 

 それから、ＡＥＤの問題についてでございま

すが、これもきのうも御質問がありました。こ

の件につきましては、担当からきのう御答弁し
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たとおりでありますが、この程度のことを、早

く具体的に方針を立てて言うたらどうだという

話だと思います。来年度の当初予算で５台ぐら

いは整備していきたいというふうに思っており

ます。これも使い方さえわかったら大分がいい

んでしょうが、なかなか予算的にもありますの

で、とりあえず５台ぐらい設置をして、救急車

が現場に到着するのにどのぐらいかかるんかと

いう御質問ございましたが、地域差はありまし

ょうが、平均で８分ないし９分という報告を受

けております。心肺停止患者の搬送について

は、ことし大洲市では56件あったそうでござい

ます。ＡＥＤを使用したのは、そのうち３件、

お一人は無事退院されたという報告を受けてお

ります。ですから、まだまだその目的に達して

おらない、設置もできておらないわけですが、

まだまだこれからということが実態だというふ

うに思います。 

 それから、講習会等をやって、みんなが理解

をせないけんという話でございますが、現在普

通救命講習の中で心肺蘇生法とあわせて実施し

てはおりますが、今後はこの講習を市の職員は

もちろん、これを設置していく施設の職員を初

め利用者の方々にも受講をしていただくよう

に、門戸を開放して取り組んでいきたいという

ふうに考えております。いずれにいたしまして

も、心臓停止、呼吸停止といった場合には、最

初の１ないし２分が最も大事だと聞いてきてお

ります。ＡＥＤは、先ほどもるる説明がありま

したように、比較的講習を受けたら簡単に扱え

るようでございますんで、私も含めまして、そ

ういう講習も受けて勉強してまいりたいと、こ

のように思っとる次第でございます。 

 後の問題につきましては、教育長以下御答弁

をいたしますので、よろしくお願いいたしま

す。 

○城戸良一建設農林部副部長 議長 

○清水久二博議長 城戸建設農林部副部長 

〔城戸良一建設農林部副部長 登壇〕 

○城戸良一建設農林部副部長 それでは、私の

方からはアスベストについてお答えを申し上げ

ます。 

 まず、相談窓口の状況と対応についてでござ

います。アスベストの問題につきましては、石

綿障害予防規則や大気汚染防止法などさまざま

な法令により規制がなされており、専門的な知

識が必要とされます。このようなことから、一

元化された相談窓口の設置は難しいと考えてお

ります。国や県におきましても、県に総合窓口

はあるものの、健康や環境汚染に関することは

保健所、住宅等に関することは土木事務所、労

働安全、衛生に関することは労働基準監督署な

ど、それぞれに窓口を設置している状況でござ

います。 

 大洲市では、アスベストに関する調査は建築

住宅課が担当いたしておりますので、市民から

の問い合わせにつきましても、当課が窓口とな

ります。 

 しかし、この問題は、それぞれ専門的な分野

となりますことから、国や県などの専門的な機

関の窓口を御紹介する程度の対応となっている

のが実情でございます。現在まで市民からの相

談につきましては、隣家の解体によります問い

合わせが１件ございました。具体的な相談は、

まだ受け付けておりませんが、この問い合わせ

に対して、八幡浜労働基準監督署へ連絡をし、

解体業者の事情聴取を行っていただき、その結

果を市民の方に御報告をいたしております。本

市といたしましては、現在の状況から、今後に

おきましても現状の方法で対応してまいりたい

と考えておりますので、御理解いただきたいと

思います。 

 次に、サンプルを調査する場合の助成措置に

ついてでございます。アスベスト含有の可能性

がある吹きつけ材の使用の可能性がある建物に

つきましては、材料の特性から、建物の構造や

用途がほぼ限定されてまいります。一般的に

は、鉄骨建物の耐火被覆材としての吹きつけ、
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また鉄筋コンクリート建物等の断熱や吸音対策

として吹きつけされます場合であり、木造住宅

で使用されることは非常に少ないと考えており

ます。 

 これらのことから、大洲市内で該当する建物

は、数も限定されるものと判断をいたしており

ます。県下の20市町でアスベスト含有調査の補

助制度が設けられていますのは、西条市の１市

でございます。その西条市では、住民の方々の

相談により調査いたしましたところ、１件が該

当し、補助制度を利用したとのことでございま

す。 

 以上のような実態を考慮し、大洲市におきま

しては、現在のところ補助制度を設ける、まだ

予定はございませんので、御理解をいただきま

すようにお願いを申し上げます。 

 なお、市民の状況説明や報告などについての

お尋ねがございました。 

 大洲市では、アスベスト対策に対し対応がで

きる専門職員が配置されておりません。これら

の問題につきましては、報道などにより多くの

情報が出されておりますが、専門的な職員がお

られます国や県のホームページにアクセスし、

情報を得ていただくことが確実と考えておりま

す。その中で、市の施設につきましては、現在

サンプルを採取し、調査をしているものがあり

ますが、完了次第、公表する予定でございます

ので、御理解を賜りますようにお願いをいたし

ます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○叶本正教育長 議長 

○清水久二博議長 叶本教育長 

〔叶本正教育長 登壇〕 

○叶本正教育長 それでは、私の方からは子育

て支援について、放課後の児童の安全について

でございます。 

 児童の放課後の安全確保につきましては、き

のう宮本議員さん、それから二宮議員さんの御

質問で答弁しましたように、学校としてできる

最大限の努力を各学校にお願いしているところ

であります。まず、下校時の安全確保につきま

しては、集団下校で帰すことを基本にして、児

童の安全を確保したいと考えており、あるとこ

ろまでは教員が見守ることなども検討中であり

ます。 

 しかしながら、児童数の減少に伴い、市内の

学校においては教員の数が減っており、毎日継

続することも困難な状況にあり、地域全体での

見守り支援が必要であると考えております。 

 なお、通学路の安全マップ作成につきまして

は、現在小学校12校で作成済みとなっておりま

すが、未作成のところもできるだけ早い時期

に、子供と話し合いをしながら作成するよう指

導しているところであります。 

 次に、放課後家に帰ってもだれもいない子供

については、現在も保護者の迎えがあるまでは

学校にいさせる措置をとっており、現段階では

それを継続していくことで対応したいと考えて

おります。 

 桝田議員さんの御指摘のように、学童保育を

教育サイドで積極的に行うことについてであり

ますが、放課後は教材研究、学習状況の点検、

音楽やスポーツの指導、研修会や研究会などが

ありまして、学校が計画して教員が実施する子

供の居場所づくりは困難な状況でありますの

で、御理解を賜りますようお願いいたします。 

 なお、学童保育につきましては、現在福祉の

分野が中心となって進めていただいております

ので、教育委員会としましては十分連携を取り

ながら協力をしてまいりたいと考えておりま

す。 

 以上、お答えといたします。 

○尾崎公男教育部長 議長 

○清水久二博議長 尾崎教育部長 

〔尾崎公男教育部長 登壇〕 

○尾崎公男教育部長 それでは、私の方からは

栄養教諭制度についてお答えをいたします。 

 まず、食物アレルギーを持つ児童・生徒の実
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態についてでございますが、大洲学校給食セン

ター関係では幼稚園１名、小学生15名、中学生

14名、長浜給食関係では中学生１名、河辺給食

センター関係では中学生１名、肱川関係はなし

というような状況となっております。 

 その対応策といたしましては、長浜、河辺給

食センターでは、全体で扱う食数が少ないこと

もありますので、除去食あるいは代替食を提供

することで対応をいたしております。大洲学校

給食センターでは、パン、牛乳アレルギーの児

童・生徒につきましては、それを献立から外す

こと、その他のアレルギーを持つ児童・生徒に

つきましては、個人別にアレルギー食品が入っ

ていることを表示した献立表を送ることで、対

応をいたしております。 

 次に、栄養教諭制度の取り組み状況について

でございますが、食生活を取り巻く社会環境が

大きく変化し、食生活の多様化が進む中で、子

供が将来にわたって健康に生活していけるよ

う、栄養や食事の取り方などについて正しい知

識に基づいて、みずから判断し、食をコントロ

ールしていく食の自己管理能力や望ましい食習

慣を子供たちに身につけさせることが大切とな

っております。 

 このため、議員さん御指摘の学校における食

育の推進に中核的な役割を担う栄養教諭制度が

創設されたところでございまして、このことに

つきましては学校に周知を図り、受験の資格を

有する学校栄養職員には、受験を進めていると

ころでございます。ただ、栄養教諭につきまし

ては県費負担教職員でございまして、その任用

と配置につきましては、県の教育委員会の判断

ということになりますので、この点につきまし

ては御理解を賜りますようにお願いを申し上げ

ます。 

 以上、お答えといたします。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 しばらく休憩いたします。 

 午後１時から会議を開きます。 

午前11時47分 休 憩 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

午後１時00分 再 開 

○清水久二博議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 大野新策議員の発言を許し

ます。 

○29番大野新策議員 議長 

○清水久二博議長 大野新策議員 

〔29番 大野新策議員 登壇〕 

○29番大野新策議員 日本共産党の大野新策で

あります。私は発言通告に基づきまして、市長

を初め担当理事者に順次質問を行ってまいりた

いと思います。 

 第８回大洲市議会定例会は、改選後初めて開

かれる定例会であります。私は５万市民の皆さ

ん方の暮らしと福祉を守り、格差のない地域づ

くりのために、改めて奮闘することを決意を述

べて、順次質問に入りたいと思います。 

 まず、市町村合併に伴い、重要課題を進める

ためには、旧４市町村に15人の地域審議会委員

を選任するという提案をされました。時間も経

過をしましたけれども、現在地域審議会がどう

なっているのか報告もありません。審議会の仕

事は、第１に新市建設計画の変更に関する事

項、第２に新市建設計画の執行に関する事項、

第３にその他市長が必要と認める事項を諮問を

し、答申を出すとして、３支所長が推薦すると

答弁をされております。今になっても委員の構

成やその後の活動などについて明らかにされて

おりませんので、現在どのようになっているの

か、現状をまず伺います。 

 ２点目は、合併に伴い、市町村の職員の給与

の調整の現状と統一した体系づくりの基本的な

考え方について伺いたいと思います。 

 １月11日に、大洲、長浜、肱川、河辺の４市

町村が合併をして、新しい大洲市が発足をしま

した。合併と同時に、旧市町村の職員は新市の
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職員として移行しましたが、給与は従来の町村

職員のままの待遇が現在も続いていると言われ

ています。議員の歳費は旧大洲市に統一をされ

ました。合併協議会の合意書では、５カ年間で

順次統一を図ると言われておりますけれども、

日常的に一番住民と接して、市政推進の先頭に

立つ職員の待遇改善を行う必要が私はあると思

います。現在どのように給与改定の検討がされ

ているのか、現況と基本的な考え方を伺いたい

と思います。 

 ３点目に、地方税滞納整理機構について伺い

ます。 

 県は、平成18年４月から県内の全自治体20の

市や町を加入をさせまして、徴収専門の組織、

愛媛地方税滞納整理機構を設立すると言われて

います。この組織は、愛媛県下における税の公

平性の確保及び滞納額の縮減を図るために、市

や町の単独では処理が困難な事案を引き受け

て、財産の差し押さえや公売による差し押さえ

財産の換価などの滞納処分を前提に滞納整理を

行う、そういう組織だと説明をされておりま

す。確かに、機構ができれば滞納額の解消は進

むと考えられますけれども、悪質なと言われる

滞納者と、納める意思はあるけれども納められ

ない滞納者もおられるわけであります。強制が

伴う機構の設置には問題があると考えます。 

 そこで、伺いますけれども、１つは大洲でど

のような対応を考えておられるのか。機構で

は、年間840件を処理する計画で、個人県民

税、市町村民税と国保税を含めた徴収を行うと

しております。大洲市は、機構に持ち込む件数

と滞納額をどれだけ試算をされているのか、具

体的に説明を求めます。 

 ２つ目は、機構の職員は市町職員10名を派遣

させる、給与は派遣自治体が負担するとなって

おります。既に、機構に対して準備のためとい

うことで、大洲市は職員を派遣していると聞い

ておりますけれども、機構が正式に発足をする

４月以降、大洲市の職員派遣はどのようになる

のか、伺いたいと思います。 

 ４点目は、暮らしと福祉の充実を求めること

についてであります。この項では、老人福祉と

乳幼児、児童福祉について伺いたいと思いま

す。 

 私は６月議会で10月１日から介護保険に居住

費、食費の負担制度が導入されて、入所者や施

設利用者のうちで、負担がふえる人や、また施

設にどのような影響が出るのか。施設利用者の

負担構成で第３段階、市町村民税非課税世帯で

年金収入など80万円以下の人から新たに第４段

階、市町村民税課税世帯に分けられて第４段階

になって負担がふえる人はどうなるのか。現在

の介護負担基準額、大洲市では月額3,383円で

ありますけれども、第３期計画ではどうなるの

か、質問をいたしました。 

 現在、要介護３で西予市の老健施設に母を入

所させている方から、10月１日から食事代が

1,380円になった。部屋代320円がふえて、その

他の経費を入れると、１日に2,843円になる。

１カ月５万5,000円で済んでいたが、３万円ふ

えて８万5,290円になった。母の年金もあるの

で今は何とかなるが、これからのことを考える

と心配でたまらない、こう訴えられました。

10月１日の法の改正、私は改悪だと思いますけ

れども、大洲では特老の入所者や施設利用者な

どの負担がふえて退所されるなどの問題は出て

いないのか。また、今後施設運営などに問題は

出てこないのかも伺いたいと思います。 

 また、市内の老健施設などの実態をどのよう

に把握をしておられるのかも、あわせて伺いた

いと思います。 

 また、第３期計画案は現在どのようにまとめ

られているのか、現状と計画はいつ発表される

のか、改めて伺いたいと思います。 

 次に、４歳未満児の医療費無料化について、

改めて伺いたいと思います。 

 私は３月と６月の定例会で、現在３歳未満児

の医療費無料化が行われているけれども、１歳
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引き上げて４歳未満の児童の医療費無料化を、

少子化対策事業、子育て支援事業としてぜひ実

現すべきだと要望して、その対応について質問

を行いました。12月議会は平成18年度予算の編

成前の議会でもあります。改めて要望と質問を

行います。 

 隣の八幡浜市、四国中央市では、既に４歳未

満児の医療費は無料になっております。父母の

皆さんからも大変喜ばれております。大洲でも

一日も早く実現をしてほしいと言われているの

が現状です。現在、３歳未満児の医療費無料化

は国の制度で行われており、１歳引き上げるの

には市の単独事業でないとできない。引き上げ

るためには年間2,050万円が必要だ、市の負担

増になるので国の制度で実施されるのが望まし

い、国には要望をすると答弁をされたところで

ありますけれども、その後国への要望がされて

きているのか。また、平成18年度予算編成に向

けて、担当課では新年度予算編成にどのように

要望され生かされようとしているのか、伺いた

いと思います。 

 次に、児童手当の年齢引き上げ問題について

問題点を指摘し、質問を行いたいと思います。 

 児童手当が現行の小学３年生から６年生まで

に拡大をされる、2006年度予算から関係予算を

つける方向で、自民党と公明党の合意で決まっ

たと報道がされたところであります。児童手当

の拡充は大変喜ばしいことであります。内容を

見ますと、公明党は小学校６年生まで児童手当

の拡充をさせるのと引きかえに、来年度の通常

国会で、自民党が防衛庁を省に昇格させる関連

法案を提出することを容認をする。教育基本法

の改悪法案の提出も認める。このことと引きか

えに小学校６年生までの児童手当が拡充される

ことになると、マスコミは一斉に報道をしてお

ります。 

 報道で指摘されているとおりに、憲法改悪に

つながる法案との引きかえで、児童手当の引き

上げが行われるとするなれば今後に禍根を残す

もので、私は大変問題だと考えます。これまで

児童手当の財源というのは、３歳未満児は国が

20％、地方が10％、事業主拠出金70％、３歳以

上は国３分の２、地方が３分１の負担で、

2005年度予算では6,425億円、そのうち国の負

担が3,279億円となっております。支給年齢を

拡大した場合、年間約2,200億円が新たに必要

になる。また、公明党の皆さんが要求している

ように、所得制限を緩和するならば、それに

1,220億円の予算が必要になるということも説

明をされています。 

 そこで、伺いますけれども、三位一体の改革

で、来年度から国の負担割合は３分の２から３

分の１に変更され、地方の負担は倍になると言

われています。実施されれば、大洲市の新たな

負担はどのようになるのか、また試算をされて

いるのか、説明を求めたいと思います。 

 ５点目は、市民の働く場所づくりについてで

あります。 

 まちづくりの中心が東大洲の拠点地区に置か

れ、スーパーや系列事業所の進出で目覚ましく

発展しておりますけれども、旧商店街ではシャ

ッターがおりる状況が続いてきております。市

民の皆さんからは、どうにかならないのかと言

われる状況が久しく続いております。そのよう

な中で、大手と言われる建設企業も事業を順次

縮小をしているのが現状であります。 

 また、コカコーラ大洲事業所が移転をする、

松下寿電子も事業を縮小しながら、二、三年の

うちには本社工場に移転すると言われて、市民

の中に不安が増してきています。うわさならよ

いのですけれども、もし事実そのような動きが

あるのならば、市内の最大手企業として地域経

済に及ぼす影響はもとより、多くの労働者の働

く場所がなくなることになるわけであります。

私は、合併して初めて開かれました臨時市議会

で大野市長職務執行者に、松下寿電子の南宇和

工場の閉鎖に伴い、大洲工場でも大規模なリス

トラが行われていると指摘をして、再就職を初

－72－ 



め企業の社会的責任を果たすように求めるべき

だと指摘をして、所信をただしました。大野市

長職務執行者も、市民の働く場所づくりに市を

挙げて取り組むと答弁をされ安心をしましたけ

れども、現在もハローワークは職を求める人た

ちでいっぱいであります。市長は現状をどのよ

うに把握しておられるのか伺いますとともに、

今後の対応について所信を伺いたいと思いま

す。 

 もう一点、大洲市は合併当初、人口５万

2,118人で発足をしましたけれども、本日の報

道を見ますと、５万人ちょっとという状況にな

ってきています。この１年間の間に約2,000人

の人口が減るということになるわけであります

けれども、要因は何か、どのように把握されて

いるのかも、あわせて伺いたいと思います。 

 最後に、その他市政について、教育委員会に

２点質問をしたいと思います。 

 まず、学童保育の問題であります。 

 現在、喜多小学校校区で学童保育が行われて

おり、対象児童の親御さんからも喜ばれており

ます。市内の小学校校区で学童保育の開設は、

要望アンケートを実施をして、要望の強いとこ

ろから実施したい、答弁をされてきました。教

育委員会では、今アンケートを集約をしている

ということでありますけれども、途中経過の集

計表を私はもらいました。大洲小学校29、平小

学校15、菅田小学校14、新谷小学校11と、喜多

小はもとよりでありますけれども、市街化が進

んでいる地域で学童保育の要望が強く出されて

います。教育委員会では、アンケートの結果に

基づきまして、新年度からどの小学校校区で学

童保育を開設するよう審議をしておられるの

か、取り組みの現状と今後の計画について伺い

たいと思います。 

 ２点目は、市立図書館の建設について、現在

どのように審議をされているのか、伺いたいと

思います。 

 合併前には、市立図書館の建設というのは、

大洲市の最重要課題だと認識をしている、市民

の意見も広く集約して建設をしたいと答弁をさ

れましたけれども、合併後、図書館建設につい

て新たな動きは見えてきておりません。図書館

は市民の文化水準をはかるバロメーターでもあ

ります。現在の図書館が手狭で、利用者には不

便な施設であり、また古くなって雨漏りなどの

修理にも多額の費用がかかる、そういう施設に

なっていることは、関係者の皆さん方はよく御

存じのとおりであります。市内の各団体や利用

者からも、早く建設をしてほしいと言われてお

りますけれども、現在どこまで計画が進められ

ているのか、また審議されているのか伺いまし

て、私の通告による質問を終わります。ありが

とうございました。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 それでは、大野議員さんの御

質問にお答えをしたいと思います。 

 まず、地域審議会について、それから図書館

の現在の模様について、それからもう一つ、市

民の働く場所に関してパナソニックのこともお

触れになりましたんで、その３点について私の

方から御答弁を申し上げたいと思います。 

 まず、地域審議会の件でございますが、議員

さんも御承知のとおり地域審議会につきまして

は、合併によりまして住民の意見が合併後の新

しい市の施策に反映されにくくなるんではない

かという懸念に対応して、施策全般に関し、き

め細かに住民の御意見を反映していくことがで

きるよう、合併特例法に基づき創設をされたも

のでございます。審議会の業務といたしまして

は、関係区域に関する事務事業について審議、

答申いただくことになっており、その諮問事項

といたしましては、議員さん御指摘のとおりで

ございます。 

 委員の選任方法につきましてでございます

が、合併４市町村長の協議におきまして、地域
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審議会担当部長が候補者を調整し、新しく市長

が選任することになっておりまして、長浜地

域、肱川地域、河辺地域の審議会につきまして

は、地域の実情につきまして一番実情を踏まえ

ております当該支所長が候補者を推薦するとい

うことになっておるわけでございます。 

 なお、委員の構成でございますが、公共的団

体の役職員等及び学識経験者の選考に当たりま

しては、地域性や活動をされているいろんな分

野に配慮いたしまして、福祉保健、商工観光、

農林水産、教育文化等、幅広く選考を行ってお

ります。 

 また、男女共同参画社会の形成に向けまし

て、３割以上の女性の登用などの事項を考慮い

たしますとともに、できるだけ地元の生の声を

お聞きしたいということで、施策に反映できる

ような形で、その人選に配慮して、大洲市が設

置しております他の審議会等の委員さんとでき

るだけ重複しないように、同じ人があれもこれ

もという審議会に重複しないように、団体の役

職等に余りこだわらず、幅広く建設的な意見を

出していただくような方を人選をしようという

ことでやってきたところでございます。 

 次に、現状は我々にも詳しく報告がないじゃ

ないかというお話でございましたが、ここで申

し上げたいと思いますし、その過程の中でなか

なか個人情報の問題、今は名簿すら余り、出す

ことをお諮りをして同意を得ませんと、勝手に

電話番号とか住所とか所番地とかというもの

も、１枚のものにしてコピーをだあだあ流すよ

うなことができないような時代になりまして、

大変その点では非常に扱いに苦慮いたしており

ます。 

 きょうも実は決裁する段階で、成人者の名簿

すら、余り今は公に受付でばあばあ配るのはよ

くないということになるそうでございまして、

そこら辺も十分配慮してやらないけんというこ

とだそうでございまして、大変そういう意味で

は難しい時代になったなと思いつつやっておる

ところでございます。 

 現状でございますが、今年度の地域審議会に

つきましては、11月14日に旧大洲市の分でござ

います大洲地域審議会を開きました。続いて、

18日には長浜地域の審議会をやらせていただき

ました。24日に肱川地域の審議会、25日に河辺

地域の審議会ということで、それぞれ第１回目

のスタートは切らせていただきました。会長さ

ん、副会長さんも円満に互選していただきまし

て、まず第１回でございましたんで、審議会の

概要、新市建設計画の概要、それから一番頭に

ございます大洲市総合計画の策定スケジュール

等、大洲市の財政状況、今大変厳しい厳しいと

言っておりますが、何ゆえにどういうことで厳

しいのかという経過も踏まえまして、１項目と

って御説明をしたところでございますが、重々

御説明を申し上げました。そうして、いよいよ

第１回のスタートを切って、まだまだそう意見

がぼんぼん出たわけではございません。第２回

からそれはまさに出てくるであろうと思います

が、まず輪郭をのみ込んでいただいたというと

ころでございます。今後それぞれの審議会にお

きまして、地域の事務事業に関しまして御審議

をいただきまして、前向きな御意見を期待して

いるところでございまして、計画的な開催計画

など、円滑な運営に努めてまいりたいと考えて

おりますので、議員さん各位におかれましても

御理解、御協力をここで改めてお願いする次第

でございます。 

 それから、議員さんお尋ねの図書館の関係で

ございますが、これは本日も、先ほど桝田議員

さんにお答えしたとおりでございまして、整備

検討委員会を立ち上げまして、大洲市総合計画

の中でも調整を図っていって、これを、申し上

げましたようにやっていきたいと、最優先して

やっていきたいというふうに思っております。 

 それから、水族館の問題があるわけでござい

ますが、もう一つ。これも言よったじゃないか

というお話もあるわけでございますが、長浜支
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所内に職員によります検討班を立ち上げたとこ

ろでございまして、これから構想に手をつける

段階でございますが、まだまだ財政的なことも

ございまして、相当の年数はかかるとは思って

おりますが、身の丈よりはやや背伸びをしたよ

うな程度のものは目指して、計画的に、本気で

この問題も取り組みをしていきたいというふう

に思っております。 

 いずれも市民の皆さんの期待の大きい、そし

て早急に対応せねばならない、特に図書館につ

いては認識をしておりますので、まずそこら手

をつけていきたいというふうに考えております

ので、御理解を賜りたいと思います。 

 それから、先ほど言いましたもとの松下寿さ

ん、パナソニックと社名変更されております

が、こちらの問題につきましては、一番大洲市

にとりましても、どっちになっても一番ウエー

トの高い、インパクトの強いことでございまし

て、もう言われるとおりでございます。 

 私もかねがねトップの方にお会いをしたい

と、就任のあいさつ方々、今後のこともあるん

で、なかなか議員さんも言われましたように、

昔は四国での会社であったわけですが、先代の

社長さんお亡くなりになりましてから全体での

ことになっとるそうでございまして、大洲の出

先のトップあたりではなかなか将来のことまで

は知り得ない、わからないとこがあるというの

が正直な、会ってお話をしましても、ことでご

ざいました。で、できればもう一つ上の段階で

会ってもらったらそこら辺がつかめるかもしれ

んがということでございましたんで、アポイン

トをとりよったんですが、なかなか向こうも、

背景が背景でございますんで、両方の調整がつ

かなかったんですが、あさってですか、会える

ようなことの段取りになりましたんで、就任あ

いさつ方々お会いをして、そして私の大洲市で

工場をおつき合いをいただいとる背景の問題や

今後のもろもろも話して、やりとりをしとる中

で、また感触もつかめましょうし、私の気持ち

も伝わるんじゃないかと思っておりますんで、

ぜひとも時間をとってもらってお会いをして、

今後のことに話も進めさせていただきたいとい

うふうに思っております。いずれにしまして

も、ほかの事業所についてもあるわけでござい

ますが、一番やっぱり重要な位置づけという点

では松下寿さん、ああいう大洲盆地のど真ん中

におってもらいますし、過去の歴史もあるわけ

でございますんで、このことについては今まで

にもない早くお会いをして、そういうことから

まず始めにゃいけんということは十分認識して

おりましたんで、早速会っていただけるという

ことでございますんで、私の偽ざる気持ちをお

つなぎをして、また感触をつかんで帰って、ま

た皆さんにもつなげるような話になりましたら

おつなぎをしたいと、このように思っとる次第

でございます。 

 他の問題につきましてはそれぞれの担当の方

から御答弁申し上げますんで、よろしくお願い

したらと思います。 

○小島健市企画財政部長 議長 

○清水久二博議長 小島企画財政部長 

〔小島健市企画財政部長 登壇〕 

○小島健市企画財政部長 それでは、私の方か

ら市民の働く場所づくりについて、旧松下寿の

基本的な状況については、今大森市長の方で御

答弁申し上げましたが、少し具体的に私の方か

ら再度御答弁をさせていただきたいと存じま

す。 

 まず、本市の雇用情勢の指標でございます大

洲公共職業安定所管内の有効求人倍率でござい

ますが、10月末現在で0.66％となっておりま

す。昨年度の10月末の0.57％に比べますと若干

の回復が見られるわけでございますが、まだま

だ厳しい状況にあると認識をしております。 

 全国と本県の有効求人倍率を見てみますと、

10月末現在で、それぞれ国0.98、県が0.85倍で

ございます。１年前がちょうど全国が0.92、県

が0.79倍となっておりましたので、１割を割り
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込んでおりますものの、比較的高水準で推移を

いたしておるわけでございます。 

 本市におけます雇用情勢の低迷につきまして

はさまざまな要因が上げられますけれども、中

でも先般の旧松下電器工業株式会社、現在のパ

ナソニック四国エレクトロニクス株式会社です

が、大洲地区によります早期希望退職実施の影

響が、その大きな要因の一つであるというふう

に考えております。 

 市の施策といたしましては、早急な雇用対策

が必要でございますので、関係機関と各種情報

の収集などを引き続き行っているところでござ

います。 

 大野議員さんの御質問のありましたコカコー

ラボトリング株式会社の大洲営業所の移転の件

でございますが、このことについては、現在の

ところ移転に関します正式なお話については伺

っておらないのが現状でございます。御承知の

ように、久米川の築堤工事も事業化をされまし

て、今後西大洲地区の治水の安全度も高まって

まいること等もございますので、市といたしま

してはぜひ本市にとどまっていただきますよう

に、大森市長みずから機会を見て強くお願いを

するなど、働きかけを行ってきている状況でご

ざいます。 

 旧松下寿のパナソニッック四国のことにつき

ましても、先ほど市長の方から話ししました

が、大洲市にあります大洲地区に関しましては

去る10月18日に会社を訪問いたしまして、大洲

の地区長さん、それと人事の担当者の方と労働

組合の委員長さん、その方々と、大森市長の方

がみずから懇談をされまして要請を行っており

ますけれども、その時点での移転のお話はなか

ったというふうに聞いております。先ほどあり

ましたように、また年内にも東温市の本社の方

に市長が訪問する予定としておられるようでご

ざいますし、またコカコーラボトリングに関し

ましても、本市で存続をしていただけるように

努力をしてまいりたいというふうに考えており

ます。 

 また、会社におきましては、旧松下寿の早期

退職社員の再就職支援の一つといたしまして、

民間の再就職支援会社に委託をされて、離職者

の方々の就職支援を実施されておられます。 

 離職をされた方々の再就職の状況でございま

すが、今月の９日現在で、再就職支援会社に登

録のありました174人のうち、84人の方々が再

就職をされているというふうに聞いておりま

す。また、大洲公共職業安定所に求職申し込み

のありました、253人いらっしゃいますが、そ

の中で94人の方が11月末現在で再就職をされて

いるというふうな状況でございます。 

 再就職の傾向といたしましては、男性の方は

これまで経験をされた職種において再就職をさ

れている方がほとんどであるというふうに聞い

ておりますが、女性の方については販売とか事

務などの、これまでと違った職種を希望される

傾向にあるようでございます。 

 市といたしましては、大洲公共職業安定所が

松下寿の離職者を対象といたしまして、今年６

月16日から９月15日までの３カ月間開催をされ

ました、御承知の介護ヘルパー等の資格取得を

目的の介護労働講習、この際におきましては市

の公共施設会場を提供するなど、行政としてで

きることはこれまで積極的に協力、支援に努め

てきているところでございます。 

 しかしながら、企業の方も生き残りをかけま

して実施をされておりますこのような最近の改

革については、今日の厳しい経済状況を受けて

のものでございまして、根本的には経済状況の

回復を待たなければ解決でき得ないものではな

いかとも思っておるところでございます。この

ような厳しい状況下にあるわけでございます

が、市といたしましては、今後におきましても

関係機関との連携を図りながら情報収集などに

努めますとともに、行政として、先ほど申しま

したできる限りの支援に努めてまいりたいと考

えておりますので、御理解をいただきたいと存
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じます。 

 それと、国勢調査の人口のことが御質問あり

ましたけども、けさの新聞で報道されておりま

した今年度の国勢調査の人口の速報値がきのう

県の方が発表されているようです。状況を申し

ますと、まだこれ速報値ですので、若干数字が

変わる場合がございまして、正確には来年にな

ります、確定するのは。現在の速報値といたし

ましては、大洲市５万785人でございます。し

たがいまして、1,977人、５年前から見て減っ

ておりまして、減少率が3.7％の減少となって

おります。 

 周辺の市の状況でございますが、これもちょ

っと多少変わるかもしれませんが、聞き取りを

した状況では、八幡浜市さんが6.7％のマイナ

ス、西予市さんが4.8％のマイナス、宇和島市

さんが6.5％のマイナスというふうに、全体的

に減少傾向でございまして、報道によりまして

も、ふえておりますのは松山市を中心とした２

市２町でしたか、というなことで、あとは軒並

み減少というふうなことで報道を聞いたとこで

ございます。 

 これの結果についてはまだ調査の途中でござ

いまして、正確には分析をしておらないとこで

ございますが、一つには、御承知の少子化の急

速な進行の問題がございますし、また先ほど来

出ております、企業の統廃合などによります雇

用の場の減少といったことなどによりまして自

然動態とか社会動態、ともに減少傾向にあるた

めに、このような厳しい数字になっているので

はないかというふうに、現在のところ考えてい

るところでございます。このことについてはま

だ途中でございますけど、御報告をいたしま

す。 

 以上、答弁といたします。 

○上村孝廣市民福祉部長 議長 

○清水久二博議長 上村市民福祉部長 

〔上村孝廣市民福祉部長 登壇〕 

○上村孝廣市民福祉部長 私からは介護保険、

乳幼児医療費の無料化及び児童手当についてお

答えをいたします。 

 まず、10月、介護保険法改正によります関係

でございますが、介護保険法の改正によりまし

て、ことしの10月から施設サービス等の食費、

居住費につきましては保険給付の対象から除

き、自己負担化されました。この改正によりま

して利用者の皆さんの負担が増加することか

ら、低所得者に対する措置として、特定入所者

介護サービス費の支給を行っております。これ

は施設等に入所しておられます低所得者につき

まして食費、居住費について４つの利用者負担

段階を設け、それぞれ負担上限額を定め、補足

給付を行うものでございます。そのほかにも社

会福祉法人等利用者負担額軽減制度の運用改善

が図られるなど、国の制度としてさまざまな低

所得者対策がなされておりますので、利用者の

方に負担を求める改正案ではございますが、低

所得者の方にも配慮したものになってございま

す。 

 大野議員さんお尋ねのとみす寮など、特老の

利用者の方の負担がふえて退所者が出るような

問題が出ていないかとのことについてでござい

ますが、今回の改正に関し、利用者の方から若

干苦情が出ているのは事実ではございますが、

負担がふえたことによりまして退所しなければ

ならなくなったケースというのは、施設に確認

した中では今のところございません。 

 次に、施設運営に問題は出ていないかという

お尋ねでございますが、この改正によりまして

施設利用に係る費用負担のうち、国、都道府

県、市町村、被保険者保険料により負担してお

ります介護保険給付費の部分については減額と

なりました。その結果、一部の利用者の自己負

担分が増額となりますが、それ以上に施設に支

払われる介護保険給付費等が減額となりまし

て、施設を運営する各事業者にとりましては負

担がふえ、財政的に厳しい状況になってござい

ます。この減収についてとみす寮、かわかみ荘
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の施設としての対応といたしましては、当面利

用者に影響の出ない範囲の経費節減から始め、

できるだけサービス低下にならないよう努めて

まいりたいと考えております。 

 また、市内の老健施設の問題をどのように把

握しているのかというお尋ねについてでござい

ますが、若干苦情が出ておりまして、また在宅

サービスの利用回数を少し減らされているよう

なケースがあるようでございますが、特に大き

な問題となったようなケースは、今のところご

ざいません。しかしながら、利用者の負担はふ

えているわけでございますので、今後も各事業

者との連携を密にし、利用者の皆様の相談等に

応じてまいりたいと考えております。 

 次に、第３期介護保険事業計画（案）の現状

と今後の予定についてでございますが、その計

画策定に当たり、７月に大洲市地域福祉推進委

員会を立ち上げまして、現在までに３回委員会

を開催し、協議を進めているところでございま

す。 

 その内容といたしましては、１回目として第

２期介護保険事業計画期間における事業実績報

告を行い、８月に開催しました２回目の委員会

におきましては、高齢者に対するアンケートの

結果報告、地域包括支援センターの設置につき

まして、今後検討する上での参考事項の説明を

行いました。また、10月に開催をいたしました

３回目の委員会におきましては、給付費等の見

込み、地域密着型サービス等、施設整備などの

協議を行いました。今後、来年に２回委員会を

開催いたしまして事業計画の策定を行いたいと

考えております。したがいまして、計画につき

まして、正式にお知らせをすることができる時

期といたしましては来年３月になるものと予定

をいたしておりますので、御理解を賜りたいと

存じます。 

 次に、乳幼児医療費の無料化についてでござ

いますが、少子・高齢化が進む中、少子化対策

の一環として、子供を安心して育てられる環境

づくりが重要な課題となっております。かかる

観点から、乳幼児の早期治療と育児に要する経

済的負担の軽減を図ることを目的に、市では愛

媛県の乳幼児医療費助成事業に基づきまして、

３歳未満の入院、通院及び６歳未満の入院にか

かる医療費の助成を行っております。市といた

しましても、少子化対策につきましては大変重

要な課題であると認識をいたしております。し

かしながら、この問題につきましては国の施策

で実施されるのが本来であると考えておりまし

て、県を通じて対象年齢の引き上げを要望した

ところでございます。また、平成18年度予算編

成に向けまして改めて要望をしているところで

ございます。 

 今後の対応といたしましては、厳しい財政状

況にありますので、４歳未満児までの医療費無

料化を市が単独で行うことは困難であると考え

ておりまして、国や県の動向を踏まえ、連動し

た形で検討してまいりますので、御理解を賜り

たいと存じます。 

 次に、児童手当についてでございますが、児

童手当制度につきましては、児童を養育してい

る方に手当を支給することにより、家庭におけ

る生活の安定に寄与するとともに、次代の社会

を担う児童の健全な育成及び資質の向上に期す

ることを目的としております。現行の制度とい

たしましては小学３年生までの児童を対象と

し、支給月額は第１子及び第２子は5,000円、

第３子以降は１万円で、年３回に分けて支給を

いたしております。現在、大洲市では約

3,500名の児童が支給の対象となっておりまし

て、今年度の支給額は約２億5,000万円の見込

みでございます。来年度支給対象が小学６年生

までに拡大をされますと約1,300名の増とな

り、支給額は約9,600万円の増となる見込みで

ございます。 

 大野議員さんお尋ねの三位一体改革に伴う大

洲市の新たな負担額についてでございますが、

まず現行の小学３年生までの支給対象児童約

－78－ 



3,500名に対する大洲市の負担増は約3,500万円

となる見込みでございます。また、小学６年生

まで対象年齢が拡大されますと、先ほど申し上

げましたとおり、約1,300名の増となりますの

で、負担増は約3,200万円となり、合計で約

6,700万円の負担増となる見込みでございま

す。このように国庫負担率の引き下げや対象年

齢が拡大されますと当市の財政負担が大幅に増

大することとなり、財源の確保の問題が生じて

まいりますので、大変危惧をしているところで

ございます。今後の国の動向を注視してまいり

たいと考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○神元崇人事秘書課長 議長 

○清水久二博議長 神元人事秘書課長 

〔神元崇人事秘書課長 登壇〕 

○神元崇人事秘書課長 大野議員さん御質問

中、職員給与の調整の現状と基本的な考え方に

ついてお答えを申し上げます。 

 ただいま御指摘がありましたように、職員の

給料につきましては旧市町村時代のまま格差が

続いているのが現状でございます。この格差の

是正につきましては、合併協議項目の中で、本

年から５年くらいをめどに調整をするというこ

とになっております。その格差の原因でござい

ますが、一例を申し上げますと、旧市町村での

採用時における給料格付の考え方の違い、例え

ば行政職給料表には、役職に応じまして、現在

では１級から９級までの区分、さらに１つの級

の中でも１号級から32号級までの細分化がござ

いまして、９級は部長、８級は課長という格付

をいたしております。その給料表により、学校

卒業後すぐに採用になる場合、その初任給を高

卒は１級３号級、短大卒は１級５号級、大卒は

２級２号級というように格付をするのが通常で

ありますが、それを町村によっては、大卒であ

っても１級の初任給に格付をし、採用をしてい

たといった事例がございます。また、その後の

昇任、昇給制度の違い。合併前の大洲市におき

ましては、課長職には50歳前後で昇任をしてお

りましたが、一般的に長浜町ではそれよりおそ

く、肱川町、河辺村では早かったという事情も

ございます。そのような格付の違い、昇任等の

違いは、市町村間はもとより、同一市町村内に

おいても差が生じておりまして、一言で言えば

ばらばら、非常に複雑な要素を含んでおりま

す。これらのことから、まずは職員一人一人に

ついて内容の精査を行い、どのように調整がで

きるのか、その協議、検討を行った上で対策を

講じていかなければならないと考えておりま

す。 

 現在、格差の内容を詳しく調査し、調整をし

た場合、ほかに問題が生じるのか生じないの

か、そのようなことを分析をしているところで

ありますが、格差はまさに個々人によってさま

ざまであり、全職員について一律にこのように

して調整をしますということを申し上げるのは

困難でありますので、その点については御理解

を賜りたいと存じます。 

 合併市町村職員間の給料格差につきまして

は、基本的には均衡、平等化を図る観点から、

どうしても調整を行わなければなりませんが、

その場合においても地方公務員法上の社会情勢

に適応したものであること及び職務と責任に応

じたものであることという規定を遵守するとと

もに、一番には住民の理解が得られるものであ

ることが重要であると考えます。 

 給料格差の是正に当たりましては、合併協議

における確認事項並びにただいまの御意見の趣

旨を踏まえまして、今後個々のケースに応じた

調整を図り、待遇改善を進めてまいりたいと考

えております。 

 議員各位におかれましては、どうぞ御理解を

賜りますようお願いを申し上げまして、以上、

お答えといたします。 

○二宮隆久税務課長 議長 

○清水久二博議長 二宮税務課長 

〔二宮隆久税務課長 登壇〕 
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○二宮隆久税務課長 私からは大野議員さんの

御質問中、愛媛地方税滞納整理機構についてお

答えをいたします。 

 大野議員さんが申されましたように、現在愛

媛県では、来年４月１日の愛媛地方税滞納整理

機構の設立に向けて諸準備が進められておりま

して、今議会におきまして地方自治法に基づく

一部事務組合として同機構設立の議決をお願い

しているところでございます。この愛媛地方税

滞納整理機構は、県内の市町村税の滞納額が

年々増加し続ける中、この状況を打破し、税財

源を適正に確保することを目的といたしまし

て、県内の全市、全町がスクラムを組みまし

て、滞納整理の専門組織として設立しようとし

ているものでございます。 

 さて、御質問の大洲市の対応についてでござ

いますが、まず大洲市税の滞納額を平成16年度

末の状況で申し上げますと、収納率では県下

11市中トップを堅持させていただきましたが、

平成17年度へ繰り越した収納未済額は、一般市

税で約１億3,400万円、国民健康保険税で約２

億7,800万円、合計いたしますと約４億1,200万

円となっておりまして、県内の各市と同様、

年々増加の傾向にございます。このような状況

もございまして、大洲市といたしましても同機

構の設立を前向きにとらえさせていただいてい

るところでございます。 

 大野議員さんが御質問の中で触れていただき

ましたように、同機構での滞納整理は差し押さ

え、公売、換価を前提に進められますが、滞納

者には任意納付の意思確認の手段も講じること

になります。しかし、滞納整理の過程で把握い

たしました滞納者の財産、生活状況等から、徴

収緩和制度を適用するのが適当と判断される事

案につきましては、市や町に対しましてその旨

が連絡されることになります。 

 いずれにいたしましても、滞納者の任意納付

意思の確認、財産状況の把握等によりまして、

国税徴収法を初めといたします関係法令にのっ

とりまして滞納整理が進められることになりま

す。 

 さらに、同機構へ事務を移管する滞納案件に

つきましては、再三の催告にも応じようとしな

い者、滞納額が高額な者などを対象に考えてお

りまして、移管案件の選定につきましては、市

役所内に判定委員会のような組織を設置し、そ

こで審査を行った上で機構側のヒアリングを受

け、滞納案件を引き継ぐ予定としております。 

 なお、年度間の同機構へ移管する件数につき

ましては50件を予定しております。しかし、現

在滞納案件の個々の調査を行っているところで

あり、御質問の、持ち込む滞納額の金額につき

ましては整理できておりませんので、御理解を

賜りたいと存じます。 

 次に、機構の職員体制についてでございます

が、市町からの派遣職員が10名、県からの派遣

職員が３名で、基本的に構成される予定となっ

ております。しかし、より専門性の高い滞納整

理を行うため国税ＯＢ、弁護士等を顧問として

配置し、アドバイスを受ける予定となっており

まして、事務所は松山市内に設置される予定と

なっております。 

 なお、市町からの職員派遣につきましては、

機構と派遣する市や町が派遣協定を締結するこ

ととなっており、県内各市及び各町間で均衡を

失しないよう、人口規模等によりましてローテ

ーションを組むこととなっております。 

 大洲市の場合、平成18年度からの10年間で職

員１名を２年単位を基本といたしまして、通算

６年派遣する予定でおります。この職員派遣を

通じまして、機構において蓄積されます専門的

徴収実務の知識、ノウハウ等の本市へのフィー

ドバックを期待するものであります。 

 今後、大洲市としてまちづくりを進めていく

上で、税は最も重要な財源であります。今後に

おきましても適正、公平な税務行政に努めたい

と考えておりますので、議員各位の御理解と御

支援をお願い申し上げまして、お答えとさせて
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いただきます。 

○叶本正教育長 議長 

○清水久二博議長 叶本教育長 

〔叶本正教育長 登壇〕 

○叶本正教育長 それでは、私の方からは学童

保育についてお答えをいたします。 

 さきの桝田議員さんの御質問にお答えしまし

たように、学校は児童の安全を確保するため、

集団下校を徹底していくことを重要な方策の一

つと考えております。 

 また、教職員は児童が下校した後多忙であ

り、今以上の負担は日常の教育活動への影響も

大きくなると考えられます。そのため学校が主

体となって実施する学童保育については難しい

現状であります。ただ、保護者からの居残りの

申し出があった場合については、現在も居残り

の措置をとっており、今後も継続していきたい

と考えております。 

 学童保育につきましては保護者からの要望も

多く、福祉の分野が中心となって学童保育につ

いて検討を進めていただいておりますので、十

分連携を取り、協議をしていく中で、学校を利

用する条件が整いましたら学校もそれに十分協

力していきたいと考えておりますので、御理解

をお願いいたします。 

 以上、お答えといたします。 

○小島健市企画財政部長 議長 

○清水久二博議長 小島企画財政部長 

〔小島健市企画財政部長 登壇〕 

○小島健市企画財政部長 先ほどの御答弁の中

で、有効求人倍率について何々倍と言わなけれ

ばいけませんのに、一部の箇所について何々％

というふうに誤って申し上げました。お断りを

し、パーセントを倍というように御訂正をさせ

ていただきたいと存じますので、よろしくお願

いいたします。 

○29番大野新策議員 議長 

○清水久二博議長 大野新策議員 

〔29番 大野新策議員 登壇〕 

○29番大野新策議員 それでは、残された時間

内でありますけれども、再質問をしたいと思い

ます。 

 まず、地域審議会の構成について、またどの

ような内容で審議をされているのか。 

 先ほど市長の方からも答弁がありましたけれ

ども、審議会は、私は個人情報、プライバシー

の問題もあろうかと思いますけれども、公の機

関なのか、それとも非公式の機関なのか。私は

地域審議会は公式な、そして公開でいろいろな

審議をしていく、そういう機関だと受けとめて

いるわけであります。そういう観点から、私は

ぜひどういう方が地域の審議会の委員になっ

て、市政にいろいろな問題を、地域から集約を

しながら委員会で審議をして答申をしていく、

そういう立場で活動をしてもらうんだ、そうい

う意識を持ってもらうならば、私は氏名の公表

はぜひしていただいて、地域でどのような方が

なられたのか明らかにしてもらいたいと思いま

す。 

 ２項目の職員の給与の改善を求めることであ

りますけれども、先ほどから職員採用の時期、

一様でない、また給与表をどのように適用させ

ていくかと、ここにもいろいろ地域で差が出て

きているということが言われました。新年度、

来年４月１日からは２年目に入っていくわけで

あります。人事異動もことしの４月以上に行わ

れるだろうと思います。そういう中で、同じ職

場で同じ仕事をして、給与はそれぞれ違うとい

うのでは、働いておられる職員の皆さんであり

ますけれども、職員と接する地域の住民も、ま

たいろいろな見方がされるんではないか、そう

心配をいたします。５年と言わずに一日も早く

改善を図っていただきたい、このことを強く求

めておきたいと思います。この項については答

弁は要りません。 

 また、乳幼児医療費の問題でありますけれど

も、先ほども答弁されました。前回の答弁と同

じであります。県や国には要望をしておるとい
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うことでありますけれども、四国中央市や八幡

浜市は市長の言う独自の構想、市長の構想の中

でその施策を取り入れて実現をしているわけで

あります。国の言うとおり、また県がやるから

それを待つ、そういう姿勢では私は地域の住民

に責任をとっていくという点にはならないので

はないか。その立場から、市長はこれを政治的

にどのように判断をして、先ほど理事者が言っ

たように、国や県が出るのを待つのか、市長が

判断をしてこの制度を生かしていく、取り入れ

ていく、そういう考えがあるのか、これは市長

の政治姿勢の問題として、改めて市長に答弁を

いただきたいと思います。 

 また、図書館の問題でありますけれども、中

心地に本拠と、拠点といいますか、大きな規模

の図書館を建てるということも今後の大きな課

題であります。しかし、現在ある市立図書館、

これをどうするかというのが合併前には議論さ

れてきた一つの課題でもあるわけであります。

現在も修理をしなければならない。今年度も大

幅な改修予算がつけられましたけれども、たび

たびこういう改修に予算を入れていくんではな

くて、地域にある施設を十分地域の皆さんが利

用できるような、そういう改善がまず必要だと

思いますけれども、大規模な図書館の問題、さ

らには現在ある既存の市立図書館をどうするの

か、伺いたいと思うわけであります。 

 ４点目は、介護保険の関係でありますけれど

も、私は11月26日に内子や八幡浜、そして私と

日本共産党の議員団で、大洲のとみす寮、そし

て八幡浜の青石寮、この視察をさせていただき

ました。施設の皆さん方と懇談をして、いろい

ろな苦労話も聞かせていただいてまいりまし

た。 

 10月１日以降の法の改正によって第１段階で

は２万4,000円で同じだけれども、第２段階の

人は3,100円減額になると。また、第４段階の

人は１万4,000円ふえると、３万1,000円になる

と、そういう説明も受けてまいりました。ま

た、施設では食事代や部屋代などのホテルコス

トが導入されて、負担がふえる人にも十分説明

をして退所するとか出ていくとか、そういうこ

とのないようにということで、本人また家族に

も十分説明をして、続けて利用をお願いしとる

と、そういうことは施設の方からも聞いてまい

りました。 

 そこで、伺うわけでありますけれども、特養

施設また老健施設に入所している人は、今度は

要介護度の高い人ほど負担がふえることになっ

ているのが現状であります。市独自の軽減制

度、ぜひつくってもらいたいと思います。第３

期の計画にこれを取り入れる考えがあるかない

か、これは利用者の立場から伺っておきたいと

思います。 

 次に、施設の側から、現場ではどうなのかと

いいますと、国の歳出削減で、また法の改正

で、今後とみす寮では約1,000万円、青石寮で

も約2,000万円の減収が予想されると。先ほど

も減収になるという説明ありましたけれども、

人件費は下げられない、また利用者や食事のサ

ービスを低下させてはならない、こういうこと

で施設の皆さん方は頑張っておられます。人件

費でちょっと見ますと、とみす寮は正職員が

40人、またパートが20人、青石寮でも49人の職

員中19人が臨時とかパートで働いとると、こう

いう比率になってきて、正職員が対応するんで

はなくて、臨時の方が対応していると、これは

一つは経費を安くしていくと、運営費を抑えて

いくという点では役立つと思いますけれども、

正職員がやっぱり一人一人のお年寄りに対処で

きるように介護の報酬の引き上げ、これはぜひ

やってもらいたい。職員は一生懸命やっている

という声が出されています。そういう点で、市

は来年度施設の運営費に支障が出ないような十

分な予算措置を国に対して改めて要望する考え

はあるのかないのか、その点について伺って、

再質問を終わりたいと思います。よろしくお願

いします。 
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○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 ただいまの大野議員さんの再

質問４点あったかと思いますが、私の方からは

地域審議会、それから図書館に関すること、そ

れから政策的に市長はどう考えるかというこの

３点について御答弁をしたいと思います。 

 まず、地域審議会のことでございますが、若

干説明不足だったかと思いますが、お名前につ

いては公表を当然させていただいて、会長、副

会長も広報あるいはホームページでも公表でき

ると思います。言いましたのは、住所とか電話

番号とかということについてはなかなか、今そ

ういう時代になったそうでございまして、これ

はもうやめようやと、お互いが連絡取り合う

て、このテーマはどう考えるかという議論をす

るためには、大洲市も広うございますが、それ

ぞれの自治体でも今までまだ顔を合わせたこと

のない人が委員さんに15名の中には実際のとこ

ろおありだそうでございます。そういう人が連

絡取り合うのには、お互いがメモ的には知らせ

合おうやということは申し合わせなされました

が、そういうことでございますんで、ひとつ御

理解いただきたいと思います。 

 それでもう一つ、図書館の問題でございます

が、これは言われましたように、中心ばっかり

いろんなものを箱物もすべてですが整備をし

て、周辺をほったらかしにしないということが

もういつもこれ議論に、合併後全国でも皆言わ

れとることでございます。当然でございまし

て、必ずしも中心部だけのことを考えとるんで

はございませんで、拠点になるのは中心部にな

りましても、機能的には先ほども御答弁申し上

げましたように、機能的には今いろんなことを

駆使したら方法はあるように聞いております。

これにつきましても一元管理をして、そして余

り遅滞なくその本を読んで文化、教養を高める

ということについては、市民ひとしく享受でき

るという方法を、私は素人ですからわかりませ

んが、そういう方法があるそうでございますん

で、そういうことも含めてみんながよくなった

なというように思ってもらえるように、利用し

てもらえるように、そういう仕組みを取り入れ

たいということでございます。これは言いまし

たように、一番最初に手をつけたいということ

で考えておりますんで、そういうふうに御理解

いただきたいと思います。 

 それから、政策的に四国中央市や八幡浜市で

さえやられとんのに、大洲はやらんのかという

話でございましたが、その他の市ではないこと

をやって頑張っとる点もあるんでございまし

て、その点もひとつ参酌していただいて、私も

一生懸命、大野議員さんの言われる御趣旨はよ

くわかりますんで、これはということは、この

１年間は何となくもう一生懸命走っただけで済

みましたが、平成18年度はやっぱりそういうめ

り張りも、ああ市長はこういうことをやっぱり

言いよったが、やったんかなということをいさ

さかなりともお見せできるようにやっていきた

いという姿勢でおりますんで、御理解をいただ

きたいと思います。 

 その他、細かい点につきまして、私数字を言

い損間違うてもいけませんので、担当の者にち

ゃんと答弁させますんで、よろしくお願いいた

します。 

○上村孝廣市民福祉部長 議長 

○清水久二博議長 上村市民福祉部長 

〔上村孝廣市民福祉部長 登壇〕 

○上村孝廣市民福祉部長 大野議員さんの再質

問にお答えをいたします。 

 介護保険の関係でございますが、要介護度の

高い人が今回の改正によって負担が多くなっと

るというような中で、市の独自の軽減制度を考

えてはどうかというような御趣旨の御質問であ

ったかと思います。 

 これにつきましては、先ほども御答弁いたし

ましたが、国の制度におきまして、社会福祉法
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人等の利用者の負担額の軽減制度の改正もなさ

れまして、そういった制度もございますので、

現時点では基本的に国の示した枠組みの中で対

応をさせていただいたらなと、このように思っ

ておりますので、御理解をいただいたらと思い

ます。 

 それからもう一つ、施設の運営で、介護報酬

が居住費とか、あるいはまた食費が実費になり

ましたので、給付費が下がっております。そう

いうなことで、議員さん御指摘のとおり、施設

としては大変財政的に厳しいという状況でござ

います。そういった中で、報酬の引き上げを国

の方に要望してはどうかという御指摘であった

かと思うわけでございますが、介護報酬につき

ましては、現在まだ具体的な案が示されていな

いのが現状でございまして、今後示された案を

確認をいたしまして、その上で今後対応してま

いりたいということに考えておりますので、御

理解を賜りたいと存じます。 

 以上、お答えにさせていただきます。 

○清水久二博議長 次に、武田雅司議員の発言

を許します。 

○７番武田雅司議員 議長 

○清水久二博議長 武田雅司議員 

〔７番 武田雅司議員 登壇〕 

○７番武田雅司議員 今定例会は、新大洲市が

誕生し、新体制後初めての定例会であります。

私にとりましてもまことに意義深い議会であり

ます。今議会において一般質問の機会を与えら

れたことをまずもってお礼申し上げます。 

 さて、財政問題に目を向けますと、国と地方

を合わせた長期債務残高は、平成16年度末が

740兆円でありました。平成17年度末には774兆

円と大幅に増加しつつあります。県におきまし

ても、平成18年度から平成21年度までの財源不

足は1,579億円が見込まれるとのことでありま

す。また、大洲市における市債借入残高は

436億円、１人当たり83万円となっておりま

す。 

 今、大洲市の財政状況は、広報「おおず」の

12月号で御存じのとおり、愛媛県下でも最下位

のところにあります。要するに、国から、県か

らの補助、交付金は年々減少する傾向にあり、

また大洲市自体税収入も少なく、財源不足を補

うための借入金は年々ふえ続けてきているとい

うことであります。このように、税収入が期待

できない財政状況の中で、地方自治体は住民の

福祉の向上を図らなければなりません。 

 このような状況下にありましては、行政運営

上、特に積極的かつ適切に財源の年度間調整を

行い、行政サービスの向上と財源の健全化の両

立を図っていく必要があると思います。このた

め、入るをはかりて出るを制すという基本的な

考えのもと、行財政改革を策定していき、徹底

した事務事業の見直しを行い、財政の健全化に

よる自立が必要ではないかと思うのでありま

す。 

 行政サービスの維持、運営に要する財源は、

市民、国民の税金であります。市民から預かっ

たとも言うべきこの税金をむだなく効率よく使

うことは地方自治の原点であります。また出発

点でもあります。行革によってむだな経費を削

減することにより、財源を生み出し、その生み

出された財源で市民サービスの充実とまちづく

りを一層積極的に進めるというのがねらい、目

的であります。このような視点に立ち、行政、

議会、住民が一丸となって、行政改革の推進を

図っていくことが何よりも重要であると思って

います。 

 以上の点を念頭に置きまして、質問に入らせ

ていただきます。 

 先月、11月臨時会で議決された大洲市特別

職、市職員の給与に関する条例の一部改正につ

いて、私は本気で行政改革をやっていくつもり

なのか、疑問を持っております。 

 また、総務省から新地方行革指針による行政

改革の推進をより徹底するため、平成17年度か

ら21年度までの５年間を期間とする集中改革プ
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ランの策定を義務づけられておられます。さら

に、総務省ではこのプラン及び改革の推進状況

について、必要な助言等を実施、国民への説明

責任を果たす観点から、毎年度のフォローアッ

プ結果を他団体と比較、可能な形で公表すると

のことであります。 

 当市におかれましては、この新地方行革指針

の策定にどのように取り組んでいくのか、市長

のお考えをお聞かせください。 

 次に、当市では新たに借り入れができるかで

きないかの目安となる起債制限比率が14％を超

える見込みとなり、公債費負担適正化計画の策

定を求められ、今後７年間かけて起債制限比率

を13％以下に下げていくとのことですが、どの

ように抑制していこうと計画されているのか、

またこのように大洲市の財政が逼迫してる中で

の来年度当初予算は、何に重点を置いて予算の

編成をされるのか、市長のお考えをお伺いいた

します。 

 次に、大洲市総合計画の策定が進んでいるこ

とと思いますが、地域の政策、施策は地域住民

がみずから決定し、自己決定をし、決定責任も

またみずからが負う自己責任という自主自立性

が必要であります。本計画は、市民と行政がと

もに考え、ともに策定すべきであると思います

が、どのような手順で策定されるのか、またど

のような内容でいつ公表されるのかをお伺いい

たします。 

 次に、水害対策について。 

 先月の11月25日、市役所において国、県、市

と被害者の間で話し合いが持たれましたが、被

害者の方々にとっては前向きな、そして内容の

ある結果ではなかったように思っておられま

す。水害に遭い、家庭の家具、電化製品、工

場、商店から出た商品、原材料を破棄するの

に、昨年の水害では行政の支援により処分をし

てもらったのに、今回はなぜ自己負担で処分な

のか、また被災した事業者、個人の方々に対し

て、税法上の思い切った救済ができないのか、

去年の被害額約26億7,000万円、ことしが約６

億7,000万円の水害に遭われ、土地を買い、夢

を持って家を建て、引っ越してこられた方々、

工場、事務所、病院をされている方、農家の

方、毎年毎年浸水するようでは今後安全で安心

していく日々の生活ができず不安である。ま

た、アパート、マンション、借家は空き家とな

り、企業は毎年水害に遭うので、他所へ移転を

計画されてるとも聞いています。これでは土地

の資産価値は落ち、税収はなくなってきます。

本当に何とかしてほしいと切なる願いをされて

います。 

 そこで、現在の取り組みと今後の水害対策に

ついてどうしていくおつもりなのかお聞かせく

ださい。また、危機管理室と治水課の役割、活

動状況についてお答えください。 

 治水対策として、１つは鹿野川ダム、野村ダ

ムの一元化。２つ、鹿野川ダムの放流操作、ク

レスト水位まで下げること。３つ、肱川の河床

の整備。以上の３点は、何も費用のかかるこ

と、時間がかかることでなく、短期的にできる

要望です。これに対し、国は河床は全体的に安

定しており、洪水被害を大きくするような著し

い土砂の堆積は確認されていないとの答えがあ

ります。また河道内の樹木を伐採し、水を流れ

やすくしてほしいと要請すれば、動植物の生息

など配慮しながら検討したいとのこと。人間の

生命と財産とどちらが大事なのかと言いたくな

ります。また、県は中・小洪水対応の現行のダ

ム操作規則で運用すべきだと言っておられま

す。ただし書き操作をするということは、洪水

調整は事前にし、ダムは役に立たなくなり、被

害を大にすることであります。 

 私は、８月に鹿野川ダムから河口まで、まず

右岸、左岸を道路側から見て下りました。次

に、10時間かけてカヌーで水面より肱川を見て

下りました。物事は上から見るのではなく、何

事も目線で見るべきであると思います。まず、

水の濁り、におい、砂、砂利、泥土、ごみ、倒
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木、河道の樹木の多さ、特に支流と本流の出会

いのところ、川が蛇行した内側の堆積土砂の多

さ、私たちの子供のころの肱川とは様相が全く

変わってきております。これを見て、肱川は維

持管理ができていると言えるのでしょうか。 

 水と緑のネットワーク整備では、肱川よりポ

ンプアップする計画、片や久米川の堤防をつく

る計画には内水の問題も考えられるというの

に、ポンプアップの設計はないということで

す。行政は一体何が水害対策として大事で、優

先順位をどう考えておられるのでしょうか。 

 以上の点をお考えいただいて、国、県に対し

てどういう要望をしていただけるのかをお伺い

いたします。 

 指定管理者制度について。 

 民間の競争力による効率化やサービスの向上

をうたう制度でありますが、思惑どおりに機能

するかどうか、メリット及びデメリット等いろ

いろあると思いますが、どのように理解されて

いるのか。 

 また、現在管理を委託されている施設につい

ては、来年９月がタイムリミットとなる指定管

理者制度の導入に向け、大洲市の施設への導入

についてどう考えられてれるのか、お尋ねいた

します。 

 また、これに関連して、具体的にはどういう

施設に指定管理者制度の導入を行い、民間移管

をしようとしているのか。さらに、逆に導入を

しない施設はどういう理由でそうするのか。あ

わせて、現在直営している施設をそのまま継続

して直営する理由は何かをお伺いいたします。 

 農産物認証制度について。 

 町で生産された農産物の安全、安心を確立

し、産地間競争を生き抜くため、内子町では減

農薬、有機野菜の生産者名等を書いたラベルを

張り、地域物産のブランド化を図っているエコ

うちこ認証制度というのがあります。農産物の

認証制度は、無登録農薬の使用や産地偽装に対

抗する手段として有効であります。大洲市でも

芋、トマト、キュウリ、アユ、またフグ等の地

元の産品に対し、また倒木を化粧材に利用する

等により、内子町に負けないような第１次産業

のブランド化を進めていくおつもりはないのか

をお尋ねいたします。 

 ポコペン横丁について。 

 昨年、町並博2004が盛況のうちに終わりまし

た。しかし、その後は町が少し寂しくなった中

で、ポコペン横丁は現在も華やかに活動してい

ただいています。このことは大洲市の観光の活

性化に役立ち、非常に喜ばしく、関係者に対し

感謝と敬意を払うものであります。ポコペン横

丁は、市とまぼろし探偵団が提携して運営して

いると聞いていますが、具体的に今後どういう

形をとっていかれるのか。また、市はどういう

形で支援を続けていかれるのか、お答えくださ

い。 

 次に、水と緑のネットワーク整備についてお

尋ねをいたします。 

 この整備計画については、一部の有識者への

説明は行われているようですが、地元住民の

方々にはいまだその全容が見えてないし、本当

にこの整備が必要なのか理解ができていないよ

うに思います。一体どういう計画を持って、ど

ういったスケジュールで行おうとしておられる

のか、私は一番に地域の方々の賛同と協力がい

ただけないと、今後の維持管理も大変だと思っ

ています。 

 また、国において調査費を含め約２億円が計

上されていると伺っていますが、住民の方がこ

の整備を望まないなら、今からでも中止をして

もいいと都市整備課の方が言われていました

が、行政が計画を途中で中止してもよいと言わ

れたことに対し、行政の考えは少しずつ変わっ

てきているなと感銘しました。大事なことは、

地元の方と行政の話し合いの中でよい方向に行

くように願うものであります。行政側のお答え

をお聞かせください。 

 地域子ども教室推進事業とは、地域で子供が
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安全、安心に活動できる居場所の整備を国が平

成16年度から18年度の３カ年の間に支援する事

業と聞いています。今なぜ子供の居場所が必要

なのかと考えてみますと、１つに青少年が巻き

込まれる事件、犯罪の増加、２つ目に青少年の

異年齢、異世代間交流の減少、３番目に家庭、

地域の教育力の低下、４つ目に青少年の問題行

動の低年齢化、また５番目に青少年の体験活動

の不足等の問題が山積みされております。だか

ら、家庭、地域、学校、行政が一致協力し、大

人の知恵を結集して、地域の子供を守り、育て

ていくことが重要になってくると思うわけであ

ります。 

 当市では、久米小学校と中野小学校で地域子

ども教室が実施されているとのことです。どう

いった活動を行い、それに対し市はどういう評

価をなされているのでしょうか。また、地域の

子供を地域で守り、育てることは大切なことで

あり、他の地域でもこの事業を実施することは

できないのか、お伺いいたします。 

 政府は、来年度からの医療制度改革の大綱を

決定いたしました。これは、高齢化の進展を背

景とし、膨張する医療給付費の抑制を主眼とし

ております。高齢者の窓口負担率を引き上げる

と75歳からの新たな医療保険制度の創設を盛り

込み、中・長期的対策として生活習慣病の予

防、長期入院の是正を言われています。しか

し、財政を最優先した結果、患者負担増が際立

ち、大綱の言う医療に対する安心、信頼の確保

は難しいと思います。 

 このような状況下、大洲市の高齢化率は青島

の80.49％を初め、市内各地で高齢化が進んで

おり、大洲市全体でも平成17年11月末現在で

27.2％と増加の一途をたどっています。また要

介護者、要支援者も同じく11月末現在で

2,219人と、対前年同期より3.16％の伸びとな

っているとのことです。さらに、給付費におい

ても平成15年度決算で31億5,658万円、平成

16年度末決算で32億2,122万円、そして平成

17年度予算では34億5,079万円と年々増加の傾

向になってきているとのことであります。少

子・高齢化が進む中、今後ますます増加する要

介護者、要支援者に対し、市はどのような対策

を考えておられるのでしょうか。 

 また、大洲・八幡浜地区には地域リハビリ支

援センターがあると思いますが、どのように活

用されておられるのか。さらに、元気な老人を

つくるためにどういった施策を行われているの

か、お伺いいたします。 

 次に、入札制度改革について。 

 国、地方を問わず、公共事業の入札をめぐ

り、今なお談合が絶えず、先日も成田空港工事

談合があり、実際に刑事事件までに発展するケ

ースが起こっております。財政が逼迫する中、

少しでもむだな支出を減らすべく、当市として

も入札制度の見直しをすべきではないでしょう

か。 

 まず、１点目として、競争性を高める方策と

して、入札に参加する業者を多くすれば、談合

がしにくくなると考えられることから、電子入

札や郵便入札を導入し、また指名競争をやめて

一般競争入札を取り入れていくことだと思いま

す。 

 ２点目として、透明性を高める方策として、

入札契約適正化法による入札情報の公開、そし

て従来公開されていなかった入札関連情報がホ

ームページで公開されるようになったり、予定

価格、最低制限価格を公表したり、第三者機関

である入札監視委員を導入したり、低入札価格

調査制度、最低制限価格の導入をしたり、工事

内訳書の提出を求めたりと、いろいろと方法が

あると思います。 

 ３点目として、不正行為を防止する方策とし

て、指名停止期間の延長をしたり、損害賠償金

を請求することができる条項を契約書に書き込

んだり、談合情報への対応方法をマニュアル化

したり、手抜き工事や丸投げ防止の監督、検査

体制の強化をしたり、市職員と業者の接触を制
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限するなどの方法があると思います。 

 ４点目として、総合的な観点からの評価とし

て、総合評価型入札の導入、いわゆる企業の社

会貢献活動、いわば除雪や水害への業者による

協力に配慮したりすることであります。総合評

価型の入札は、価格だけで入札者を決めるわけ

ではありませんので、金額だけを打ち合わせて

も談合が成立しない場合が多くなると思われま

す。予定価格の公開は、高どまりを醸成すると

いうマイナス面はありますが、予定価格自体を

秘密にすることから発生する問題をなくするこ

とはできます。また、最低価格の公表について

も、最低価格で応札する業者がふえ、ダンピン

グを生じさせ、くじ引きで決定することになり

ますが、したがいましてこのような現象が生じ

ますと、予定価格そのものに問題がある、改善

の余地があると考えます。 

 以上、メリット、デメリットいろいろあると

思いますが、入札制度の見直しをするかどう

か、お伺いをいたします。 

 以上で私の一般質問を終わらせていただきま

す。ありがとうございました。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 しばらく休憩いたします。 

午後２時46分 休 憩 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

午後２時56分 再 開 

○清水久二博議長 休憩前に引き続き会議を開

きます。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 それでは、ただいまの武田議

員さんの御質問に御答弁をいたしたいと思いま

す。 

 私の方からは、行財政問題のうち、新地方行

革指針の策定について、それから平成18年度の

当初予算の編成方針について、この２点につい

てお答えをいたしたいと、このように思いま

す。 

 まず、新地方行革指針の策定についてでござ

いますが、行政改革大綱につきまして説明をあ

えてさせていただきたいと、このように思いま

す。 

 昨年末に閣議決定をされました今後の行政改

革の方針を踏まえまして、総務省において策定

されました地方公共団体における行政改革の推

進のための新たな指針が示されたわけでござい

ます。本指針では、各自治体で行政改革大綱を

策定し、その大綱に基づき事務事業の再編・整

理、廃止・統合、民間委託等の推進、定員管理

の適正化、給与の適正化、第三セクターの見直

し、経費節減等の財政効果の６項目を中心とし

た、おおむね５年間の具体的な取り組みを明示

した計画、集中改革プランを今年度内に策定、

公表することが示されております。本市におき

ましても、この指針を受けまして、現在行政改

革大綱及び集中改革プランを策定中でございま

す。 

 この行革の推進体制といたしましては、私市

長を本部長とする大洲市行政改革推進本部、四

役、部長級など９人を頂点にいたしまして、本

部の指示を受け、具体的な項目について調査研

究を行う大洲市行政改革検討委員会、これは副

部長、課長で構成をいたします16人で組織をい

たします大綱集中改革プランの策定に当たって

おるところでございます。 

 なお、策定に当たりましては、行政改革に関

する市民からの御意見、御提言をお聞かせいた

だくために、市民15人の方々に委嘱をいたしま

して委員となっていただいております行政改革

推進懇話会を組織いたしまして、８月と12月に

開催をし、改革に向けた活発な御意見を今いた

だいておるところでございます。 

 また一方、大半の市民の皆さんにはアンケー

トという形で、これは９月に総合計画に関する

アンケートに行革に関する項目を追加させてい
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ただき、実施いたしました。市職員アンケート

も実施をいたしまして、今の大洲市の抱える課

題を抽出いたしまして、その課題解決のために

はどのような改革が必要かといった方向性を定

めることといたしております。 

 進捗状況はどうなのかということでございま

すが、現在大綱の素案を策定いたしまして、今

月の６日に開催いたしました行政改革推進懇話

会にお示しをしたところでございます。なかな

か膨大な資料になっておりますので、現在御意

見を検討委員会でいただくとともに、最終的に

は本部の決定により、３月中には策定するとい

うことにいたしておるわけでございます。 

 また、集中改革プランにつきましても、現在

具体的な改革項目を各課において検討中でござ

いまして、年内には素案をまとめ上げて、１月

に開催予定の懇話会にお示しをすることといた

しております。大綱と同様に、３月中には最終

の計画ができ上がる予定であります。 

 このように実効性のある大綱を策定し、実践

することといたしておりますが、次年度平成

18年度以降は毎年集中改革プランの進捗状況を

把握いたしますとともに、新たな問題点に柔軟

に対応するため、プランの見直しを図るなどし

て、合併による行政効率の向上、住民サービス

の高度化、財政の健全化などの実現を目指した

いと考えております。 

 議員さん各位の御意見を賜りながら、また市

民の皆様の声を反映しながら、市民、議会、行

政が一丸となって行政改革に取り組みたいと考

えておりますので、御協力を改めてよろしくお

願いしたいと思います。 

 それから次に、行財政問題の次でございます

が、来年度の当初予算編成方針については基本

的にどう考えとるんぞということでございます

が、きのうの皆さん方の議員さんにそれぞれお

答えを一部しておりますが、現下の地方財政は

地方税収入、地方交付税の原資となる国税収入

が回復傾向にある一方で、公債費が高い水準で

推移することや社会保障関係経費の自然増によ

り、依然として大幅な財源不足ということにな

っております。 

 当市におきましても、扶助費、公債費等、義

務的経費の増加に加えまして、交通・情報基盤

の整備、生活環境整備、福祉・保健の充実な

ど、多種多様な財政需要が生じてきておりま

す。しかしながら、歳入の基本となる市税につ

きましては著しい増加は見込むことができず、

厳しい状態が続いております。また、地方交付

税につきましても、議員さん御質問にもござい

ましたように、改革が議論されているところで

ございまして、将来にわたる見通しがまことに

困難な状況にあるわけであります。 

 このような状況の中でございまして、新市の

将来像である「きらめき創造大洲市－みとめあ

い ささえあう 肱川流域都市－」の実現に向

けて、経費全般につきまして徹底した節減、合

理化を図りながら、事業の厳選と財源の重点的

配分を行いまして、財政の健全化を最優先とし

て予算編成を行ってまいりたいと考えておりま

すので、特段の御理解と御協力をよろしくお願

いする次第でございます。 

 あとの問題につきましては、それぞれ助役以

下、担当の方でお答えをいたしますので、よろ

しくお願いをいたします。 

○首藤馨助役 議長 

○清水久二博議長 首藤助役 

〔首藤馨助役 登壇〕 

○首藤馨助役 武田議員御質問の行財政問題に

ついてのうち、大洲市総合計画の策定について

お答えをいたします。 

 現在策定を進めております新市の総合計画に

つきましては、合併協議会において策定されま

した新市建設計画を踏まえたものとなるわけで

ございますが、現在までの組織体制の整備、各

種資料や基礎データの収集、市民アンケートを

初めとする各種意向調査を終了いたしまして、

これらの分析から大洲市の現状、市民の意識、
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まちづくりに対する意向などを明らかにしてい

るところでございます。 

 議員御指摘の計画づくりへの住民の参画でご

ざいますが、今回の計画策定に当たりまして

は、広く市民の皆さんの御意見を伺うために、

全市民の約20％に当たります１万1,000人にア

ンケート調査を実施いたしました。また、今回

新たな試みといたしまして、市内の中学校、高

等学校の２年生全員1,112人を対象としてアン

ケートを実施いたしましたほか、各種まちづく

り団体への意向調査、トップインタビューなど

も行っておるところでございます。 

 11月17日に開催いたしました第２回総合計画

審議会では、この市民アンケート調査結果等に

ついて説明をいたしまして、さまざまな御意見

をいただいておるところでございます。この調

査結果につきましては、市の広報やホームペー

ジ等において市民の皆様にもお知らせするとと

もに、今後のまちづくりに対する御提案をお受

けする予定といたしております。 

 次に、今後の計画策定の手順でございます。

これについて御説明をいたします。 

 これから基本構想についての具体的な検討作

業に入っていくわけでございますが、総合計画

の基本理念やその将来像、主要な施策等の素案

は、新市建設計画とともにアンケート等を通じ

ていただきましたいろんな御意見やまちづくり

への提言などを参考にしながら、市職員で構成

する総合計画策定班、これや策定部会において

協議、検討を進めていくことにしております。

そして、基本構想の素案がまとまりますと、総

合計画審議会に諮りまして、審議会委員の御意

見等を伺いながら、修正案、最終案へと調整を

していく予定といたしております。 

 総合計画の策定に当たりましては、市民の代

表の方に直接参画していただき、御提言や御意

見をお伺いする場がこの審議会でございます。

その委員の選任に当たりましては、地域性にも

配慮しながら審議会委員20名のうち女性委員７

名を委嘱させていただいております。また、昨

年開催のえひめ町並博において、町おこし活動

に実績のありました高校生２名にも委員として

出席をお願いいたしておるところでございま

す。審議会におきましては、高校生委員からも

若者らしい柔軟な発想からの御意見をいただき

ましたほか、各委員からそれぞれの分野、立場

から活発な御発言をいただいているところでご

ざいまして、これら民意を反映した計画づくり

に努めてまいりたいと考えておるところでござ

います。 

 なお、総合計画の基本構想につきましては、

議会の議決事項となっておりますので、来年の

７月ごろには審議会より中間答申をいただきま

して、９月議会で承認いただきたいと考えてお

るところでございます。 

 また、基本計画につきましては、総合計画全

体として来年12月には御報告をいたし、御承認

を得ていきたいというふうに予定をしておると

ころでございます。 

 また、計画の策定状況につきましては、適宜

市議会を初め地域審議会に御説明していきます

とともに、ホームページを通じまして市民の皆

様へもお知らせしてまいりたいと考えておりま

す。今後ともよろしく御協力をお願いいたした

いと思います。 

 以上、総合計画に関する答弁にさせていただ

きます。 

○小泉勝明総務部長 議長 

○清水久二博議長 小泉総務部長 

〔小泉勝明総務部長 登壇〕 

○小泉勝明総務部長 それでは、私からはまず

指定管理者制度についてお答えをいたします。 

 １つ目の指定管理者制度のメリット、デメリ

ットにつきましてお答えをいたします。 

 メリットにつきましては、民間事業者等が参

入することができることとなりましたので、事

業者のノウハウによりサービス向上やコスト削

減を図ることができ、施設利用者の増大にもつ
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ながることなどでございます。また、デメリッ

トでございますが、コスト主義やサービス向上

を意識する余り、公共施設の公的な性格を見失

ってしまう可能性があることや公募等によりま

して市外の企業等が参入した場合、地元企業へ

の活性化につながらないという場合があること

などが考えられます。 

 次に、指定管理者制度導入に関する考え方で

ございますが、改正前の地方自治法の規定に基

づき、公共的団体等に管理委託を行っている施

設を優先して指定管理者制度へ移行していくこ

ととして、現在準備を進めております。現在想

定しております施設につきましては、施設の利

用許可、使用料の徴収等の業務などがある施設

が中心でございまして、デイサービスセンター

などの福祉施設、まちの駅などの観光施設、鹿

野川荘などの宿泊施設、総合体育館などの体育

施設等でございます。また、現在直営で管理し

ている施設につきましては、十分検討を重ねま

して最もふさわしい管理方法が指定管理者制度

であった場合には、積極的に導入を進めていき

たいと考えております。 

 また、指定管理者制度を導入しない直営で管

理していく施設につきましては、現状での運営

が効率的である施設や公的関与が強い施設、さ

らに各種法律において指定管理者制度の導入が

認められていない施設などが考えられます。な

お、各種法律におきまして指定管理者制度の導

入の対象となります施設もふえておりますの

で、今後施設ごとに最もふさわしい管理方法を

検討していくことになってまいりますが、民間

活力を導入することがふさわしいと考えられる

施設につきましては、積極的に導入を進めてま

いりたいと考えておりますので、御理解と御協

力をいただきますようにお願いをいたします。 

 次に、入札制度改革についてでございます。 

 当市におきましては従来から公共工事に対し

ます市民の信頼確保を目指しまして、公共性、

透明性、競争性を視野を入れ、情報公開や施工

体系の適正化などを進めているところでござい

ます。ただいま議員さんの方から入札制度の見

直しについていろいろと御提言がございまし

た。 

 まず、競争性を高める方策についてというこ

とでございますが、現在当市におけます入札契

約は、一般競争入札、それから指名競争入札、

随意契約、この３通りを採用しておるところで

ございます。その中で入札契約は指名競争入札

を主に採用しておりまして、さきの合併により

ます地域性も考慮しながら、市内業者で施工で

きると判断したものにつきましては、市内業者

を指名してきております。また、特殊な規模、

構造で市内業者での施工が困難であると判断し

たものにつきましては、市外の専門業者も指名

をしておるという状況でございます。 

 また、一般競争入札でございますが、設計金

額15億円以上の工事につきまして採用しており

まして、これまでに総合福祉センター、大洲市

斎場等を実施してきたところでございます。一

般競争入札は手続の客観性が高く、発注者の裁

量の余地が少ない等のメリットを有しておりま

すが、反面、不良、不適格業者の排除が困難で

あるということ、また審査事務が大変膨大とな

りまして、それに伴い設計から入札までに多く

の日数を要します。これによりまして早期発注

ができないというデメリットもあわせ持ってお

ります。このことや大規模工事が現在のところ

少ないことから、当面は現状のままの市内業者

を中心とした指名競争入札を主体に対応してい

きたいと考えております。 

 また、電子入札でございますが、2010年度を

目標に考えておりますが、業者の方の受け入れ

体制のこともございますので、実情を見きわめ

ながら対応していきたいと考えております。 

 次に、透明性を高める方策についてでござい

ます。 

 入札予定価格の事前公表に関しましては、現

在県下の20市町の中では12の自治体が実施をし
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ておるという状況でございます。この入札予定

価格の事前公表につきましては、落札率の高ど

まり、場合によっては談合を助長する懸念もあ

るということで、今後公表によるメリットも考

えながら、県下自治体の動向を見きわめて慎重

に検討してまいりたいと考えておるところでご

ざいます。 

 また、設計金額に応じ低入札価格調査制度あ

るいは最低制限価格制度につきましては採用し

ておりますので、御理解をいただきたいと思い

ます。 

 次に、不正行為を防止する方策についてでご

ざいます。 

 本年８月８日に愛媛県に準じまして大洲市建

設工事等指名停止措置要綱を全面改正し、処分

内容を以前より重くしたところでございます。

今後さらに愛媛県及び県警とも情報の交換を密

にしながら、適切な措置に努めたいと考えてお

ります。 

 また、損害賠償に関しましてもございました

が、この点は以前から契約約款に明記し、対応

しておるところでございます。 

 談合関係につきましては、大洲市談合情報対

応マニュアルを策定いたしまして対応しており

ますが、ここで丸投げ防止や検査体制につきま

しても工事等の担当課で適正に管理をしている

と考えております。 

 それからまた、総合的な観点からの評価につ

いてもございましたが、企業の社会貢献活動、

これにつきましては、この参加につきましては

大変感謝をいたしておりますが、この貢献度を

考慮することにつきましては判断基準が難し

く、すぐの導入は考えておりませんが、今後の

検討課題とさせていただきたいと考えておりま

す。 

 以上、細かい点についてお答えをいたしまし

たが、公共工事における入札契約プロセスの透

明性あるいは公正な施工の確保及び公正な競争

の推進などを目的といたしました公共工事の入

札及び契約の適正化の促進に関する法律、これ

が平成13年４月１日から施行され、毎年度の発

注見通しの公表、入札、契約に係る情報の公

表、施工体制の適正化及び不正行為に対する措

置が発注者に義務づけられておりますので、現

在監理課において公表をいたしております。今

後におきましても、この法律を厳守しながら公

平、公正でコスト削減につながる入札制度の改

善に努めてまいりたいと考えております。この

入札契約制度につきましては、その時代に応じ

た適正な対応というものが必要になってまいる

と考えております。その取り組みの効果等を見

きわめながら、全体としてよりよいシステムを

形成していくことが重要だと考えております。

御理解をいただきたいと思います。 

 次に、災害に対します税法上の取り扱いにつ

いての御質問がございました。 

 地方税法では、天災、その他特別の事情によ

り減免を必要とする事由があると認められる場

合には、条例の定めるところにより減免するこ

とができると規定されております。災害に係る

個人住民税、固定資産税、国民健康保険税の減

免の取り扱いにつきましては、家財などに多大

な損害を受けた場合、また土地や家屋または事

業用の償却資産が災害により著しく価値を減じ

た場合に、国が通達で示している基準に従い減

免措置を講じておるというところでございま

す。 

 税法上の思い切った救済措置はできないかと

いう御質問でございますが、このような取り扱

いの現状でございますので、今後におきまして

も法令等に基づき対応してまいりたいと考えて

おります。その上で地方税法の範囲内におい

て、さらなる被災者救済措置を講じることがで

きないか検討してまいりたいと考えておりま

す。 

 最後に、危機管理室と治水課の役割について

でございます。 

 まず、危機管理室におきましては、水害や地
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震災害など災害時において災害対策本部、これ

を設置し、情報の収集あるいは分析、また国・

県等関係機関との連絡調整、あるいは必要な対

策などの決定並びに地震に関することなど、総

合的な窓口機関として機能する調整部局でござ

います。また、災害対策本部を解散した以降、

いわゆる平常時におきましては、今年度お配り

をしておりますハザードマップの作製あるいは

地域防災計画の策定、それから今各地区でお願

いをいたしております自主防災組織の結成、そ

れから育成、これに対する支援、それから防災

会議の開催、こういったいわゆるソフト面での

対応をしております。なお、この平常時の水害

対策、治水対策、これらにつきましてはそれぞ

れの担当部局で行っておるというところでござ

います。 

 一方、治水課におきましては大洲拠点地区の

整備、肱川河川整備計画の推進、また国や県が

進めます一級河川肱川等における築堤や山鳥坂

ダム事業の総合調整など、治水対策事業の推進

をハード、ソフト両面で担当する部署でありま

して、災害時には大洲拠点地区内の情報収集あ

るいは二線堤北側の土地所有者との連絡調整、

所管する公共施設の被害状況調査を担当するこ

ととなっているものでございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○小島健市企画財政部長 議長 

○清水久二博議長 小島企画財政部長 

〔小島健市企画財政部長 登壇〕 

○小島健市企画財政部長 それでは、私の方か

らは公債費負担適正化計画に関しますことと、

ポコペン横丁についてお答えをいたします。 

 まず、公債費負担適正化計画につきまして

は、先日来、山本議員さんの御質問に首藤助役

の方からもお答えしたとおりでございまして、

繰り返しになろうかと思いますが、改めてお答

えをさせていただきます。 

 起債制限比率が14％を超えるか、また超える

見込みになりましたときには、この公債費負担

適正化計画の策定が求められております。大洲

市は14％を超える見込みとなりまして、今年７

月に大洲市公債費負担適正化計画を策定し、県

に提出をしているところでございます。 

 計画の概要でございますが、公債費負担適正

化計画の期間は、平成17年度から23年度までの

７年間となります。また、適正化の目標とし

て、起債制限比率を13％以下にすることが求め

られております。このため、計画期間の単年度

起債発行額を30億円程度に抑制することにより

公債費を減少させ、計画最終年度の平成23年度

には起債制限比率を12.4％とする計画にいたし

ております。今後、この計画に基づきまして、

適切に公債費を管理しながら、中・長期的に安

定した柔軟性のある健全な財政構造を築いてい

きたいということでございますので、御理解と

御協力をお願い申し上げます。 

 次に、観光振興に関しまして、ポコペン横丁

についてお答えをいたします。 

 ポコペン横丁につきましては、明治、大正期

の雰囲気や特徴的な町並みが残っております肱

南地区の新たな魅力を創出いたしまして、大洲

市の活性化と個性化につなげようということ

で、平成６年から開催してまいりましたおおず

浪漫祭をきっかけとして始まったものでござい

ます。平成11年９月から継続して開催をされて

いるものでございます。 

 このポコペン横丁は、昭和30年代の懐かしい

情景を演出することにより、市民の皆様を初め

観光客の方々から非常に好評をいただいており

まして、他県からの観光客が増加傾向にあるわ

けでございます。昨年のえひめ町並博期間中

は、コアイベントとして毎日開催いたしまし

て、町並博以降におきましても本年４月から

11月までは毎週日曜日に開催されてきたところ

でございます。先般、大洲まぼろし探偵団本舗

の関係者の方々と協議を行いまして、来年も今

年と同様に開催をする運びとなったところでご

ざいます。 
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 今年度の事業として広場の路面改修、またト

イレの設置等の整備工事が完了いたしました後

におきまして、改めて関係者と協定等を取り交

わしまして、市といたしましても協力体制を整

えながら、このイベントが発展的に開催されて

いくように支援に努めていきたいと考えており

ます。 

 また、このポコペン横丁主催グループのほか

に、町並博で形成されました既存の住民グルー

プに対しましても、引き続きまして実践的な指

導、助言を行うなど、住民参画型の観光まちづ

くりにつなげていきたいと考えているところで

ございます。 

 以上、お答えといたします。 

○上村孝廣市民福祉部長 議長 

○清水久二博議長 上村市民福祉部長 

〔上村孝廣市民福祉部長 登壇〕 

○上村孝廣市民福祉部長 私の方からは高齢

化、介護保険についてお答えをいたします。 

 現在全国的に高齢化が進んでおりまして、当

市におきましても例外ではございません。武田

議員さん御指摘のとおり、旧長浜町区域の青島

では11月末現在の住民基本台帳上の人口41人に

対し高齢者数が33人で、高齢化率が80.5％とな

ってございます。また、市平均におきましても

人口５万1,875人に対し高齢者数が１万4,108人

で、高齢化率が27.20％となっておりまして、

２年前と比較しますと人数で70人の増加、高齢

化率で0.62％の上昇となってございます。この

傾向につきましては、団塊の世代が高齢者とな

ります今後５年から15年後までは続く見込みで

あると予測をいたしております。 

 まず、要介護者、要支援者に対する対策及び

元気な老人をつくるための対策についてでござ

いますが、現在介護保険法の改正がなされ、来

年度より始まる第３期介護保険事業計画の中の

柱として、現行のサービスを見直し、自立支援

に重点を置く予防重視型システムへの転換が上

げられております。このことにつきましては、

現在の要支援、要介護１のうち改善可能性の高

い方々を対象として、新しく創設されます新予

防給付のサービスを利用することによりまして

悪化を防ぎ、現状の維持、改善を図ろうとする

ものでございます。 

 具体的なサービス内容といたしましては介護

保険法に定められておりますが、利用者の方の

心身の状況等に応じ、運動機能向上、栄養改

善、口腔ケアなどの介護予防効果が期待される

新たなサービスを導入し、その実施効果を評価

した上で、その後のプランを検討することを繰

り返し実施してまいります。なお、具体的にど

のサービスを利用するかにつきましては、利用

者の任意とされております。 

 さらに、これまで介護保険の給付の対象外と

されている虚弱な高齢者の方及び一般高齢者の

皆さんに対しましても、新しく創設されます地

域支援事業を利用することによりまして、要介

護、要支援状態になることを防ごうと計画をい

たしております。 

 また、当市におきましては、従来より給付費

適正化事業の一環といたしまして各利用者の自

立支援に向けたサービス提供のため、ケアプラ

ンのチェックに取り組んでおりまして、既に予

防的施策を実施しているところでございます。

このような予防に重点を置いたさまざまなサー

ビスの提供とあわせ、中高年の方を対象とする

事業など、保健分野とも連携を密にすることに

よりまして、元気な高齢者をより多くつくって

まいりたいと考えております。 

 次に、八幡浜・大洲地域リハビリテーション

広域支援センターにつきましては、リハビリテ

ーションを必要としてる方や相談をしたいと思

っている方と、その方に合った医療や適切な対

応のできる機関とをつなぐ新しい保健・医療・

福祉のネットワークシステムで平成10年度末に

県から委託を受けまして、加戸病院が実施をさ

れておられます。 

 具体的な活動内容についてでございますが、
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公開講座として一般の方を対象にリハビリテー

ションに関する講演会や八幡浜・大洲圏域を３

つのブロックに分けてリハビリ従事者への知

識、技能に関する情報提供や研修会、患者さん

やその御家族の方からリハビリテーションに関

する相談を受けた機関に対して、情報やサービ

ス提供の支援等、年々その活動は活発になって

おります。このたびの介護保険制度の改正での

予防重視におきまして、地域リハビリテーショ

ンの果たす役割は大きいと考えておりますの

で、今後の新予防給付地域支援事業におきまし

ても、連携を図りまして行ってまいりたいと考

えておりますので、御理解を賜りたいと存じま

す。 

 以上、お答えといたします。 

○三保禮三建設農林部長 議長 

○清水久二博議長 三保建設農林部長 

〔三保禮三建設農林部長 登壇〕 

○三保禮三建設農林部長 それでは、私の方か

らは治水対策についてお答えをしたいと思いま

す。 

 肱川は水害を受けやすい地形的な特性を有し

ておりまして、上下流のバランスや人口、資産

の集積状況などを考慮した整備が必要となって

おりまして、全国でも特に治水対策の難しい河

川と言われております。そこで、この治水対策

は洪水対策、河川環境対策、憩いの場としての

活用など、総合的な事業の促進が必要でござい

ますので、予算の増額並びに事業期間の短縮な

どにつきまして、肱川流域で設置をしておりま

す協議会での要望活動、それから２年連続の被

災を受けましたので、大洲市単独での緊急要望

などを行ってまいりました。そして、流域の実

情を知っていただき、早期の課題解消となるよ

うに鋭意努力をしているところでございます。 

 議員さん御指摘のうち、鹿野川ダムの直轄化

及び一元管理についてでございますが、その必

要性につきましては双方がともに実感をしてお

りますので、直轄化に向けた財務省への予算要

求を国交省よりしていただいてるところであり

ます。 

 また、予備放流の水位を、議員さん言われま

したように、仮にクレストの水位まで下げたと

いたしましても、現在のゲートの構造上の制約

がございまして、洪水初期に無洪水流量として

流れるだけで、一番今問題になっております洪

水量のピーク時にはほとんど影響がないと言わ

れておりまして、下流の浸水被害の軽減には余

りつながらないものというふうに説明を聞いて

おります。 

 それから、河川管理者の河床の維持管理につ

きましては、きのうから各議員さんにお答えを

しておりますが、肱川流域が２年連続をいたし

まして被災を受けましたので、地域の住民の皆

さん方にも大変不安が広がってることは十分承

知をいたしております。そこで、大洲市単独の

緊急要望を市長さんにしていただいたんです

が、その中では如法寺地区、玉川、只越地区、

慶雲寺地区、春賀地区など具体的な事例を挙げ

まして、河床の適切なる維持管理をお願いして

おりますので、どうぞ御理解のほどお願いする

次第であります。 

 なお、外水と内水問題についてのお話がござ

いました。これもお話を先ほどから申し上げて

いるように、当流域といたしましては、現在無

堤地区と暫定堤防が多数残っておりますこと、

それから外水はんらんの方が生命や財産等に対

する危険度が非常に高いこと、そして被災が広

範囲に広がって被災の程度が大きくなることな

どを考えますと、まず外水はんらんに対する水

害対策を優先して行うべきものと、このように

大洲市としては考えておるわけでございます。 

 一方、防災の面だけでなく被災を受けた場合

に、その程度をできるだけ最小限にするために

情報収集ですとか、伝達網の整備、確立、そし

て今問題になっております自助努力をしていた

だくための自主防災組織の拡充などがとりあえ

ず大変重要であると考えておりますので、どう
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ぞ議員各位におかれましても御理解をいただき

まして、御協力いただきますようにお願いをす

る次第であります。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○山田一昭市民福祉部副部長 議長 

○清水久二博議長 山田市民福祉部副部長 

〔山田一昭市民福祉部副部長 登壇〕 

○山田一昭市民福祉部副部長 私の方からは、

災害ごみの回収について答弁をさせていただき

ます。 

 災害発生時には、公衆衛生面から日常生活の

確保及び交通の確保のため、災害のごみの回収

を迅速に行う必要がございます。災害廃棄物の

処理に当たりましては、廃棄物の処理及び清掃

に関する法律に基づき、処理を行っているとこ

ろです。この法律では、一般廃棄物の処理は市

の責任、産業廃棄物は排出事業者の責任で処理

することと規定されております。大洲市では一

般廃棄物の処理を行うため可燃物の焼却場、環

境センターでございます、並びに不燃物の埋め

立て施設、長谷の不燃物埋立地でございます、

を設置、運営いたしております。これらの施設

はあくまで一般廃棄物の処理を行うための施設

であり、産業廃棄物の処理を行うことはできま

せん。したがいまして、事業所から排出される

原材料等の産業廃棄物につきましては、排出事

業者の責任において処理をしていただくことに

なりますので、御理解をお願いいたします。 

 大洲市では産業廃棄物処理施設を所有してお

りませんので、産業廃棄物の処理を行うことは

できません。産業廃棄物を処理するとなれば、

産業廃棄物処理業者へすべて委託することとな

り、莫大な費用負担が生じます。現下の厳しい

財政状況下では、災害廃棄物といえども産業廃

棄物の処理は対応いたしかねますので、その点

御理解をお願いいたします。 

 以上、お答えといたします。 

○城戸良一建設農林部副部長 議長 

○清水久二博議長 城戸建設農林部副部長 

〔城戸良一建設農林部副部長 登壇〕 

○城戸良一建設農林部副部長 それでは、私の

方からは観光についてのうち、肱川水と緑のネ

ットワーク整備事業についてお答えを申し上げ

ます。 

 本事業につきましては、都市化の進展などで

水質の悪化、良好な緑の減少、動植物の生息や

生育環境の喪失など問題を抱えておりますこと

から、都市環境にありまして水と緑の豊かなネ

ットワーク形成を可能にするため提唱をされた

ものでございます。大洲市におきましては、肱

川の水を生かした肱南地区の水と緑の安らぎ空

間の創出を通しまして、市民生活の質の向上と

交流人口の拡大によります地域活性をテーマと

いたしまして、平成15年度から国土交通省との

共同で構想、基本計画の立案を順次進めてまい

りました。この間、昨年度におきましては地元

を含む各種団体の代表者15名から成る水と緑の

ネットワーク懇談会を開催いたしまして、基本

的な計画の内容につき御意見を承ったところで

ございます。なお、懇談会にはより地元に近い

組織であります肱南地区の区長さんや肱南地区

まちづくり推進協議会などの方々に入っていた

だいております。 

 その後、これら会合での御意見を参考にしな

がら整備計画を立案し、本年３月国の指定をい

ただきました。これらの計画でございますが、

大洲城周辺や臥龍淵付近の散策路の改善、内堀

菖蒲園などの水質改善や水路の新設などが盛り

込まれております。この事業により肱川の水辺

環境と水質改善をよりよくし、散策時の利便

性、また町並みの魅力を高めながら、住む人に

も訪れる人にも優しい潤いのある環境づくりを

目指すものです。基本的には、河川管理区域内

は国土交通省が、それ以外の部分を大洲市が実

施するという役割分担を明確にして、事業化が

図られる予定でございます。 

 本年度は、国が行う一部事業の実施と市が行

う予定の水路整備等に係ります詳細な調査設計
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に関しまして、国で予算化を図っていただいて

おります。特に、大洲市が事業主体となります

水路整備に関しましては、議員さん御指摘のと

おり、地元の皆様方の御意見もいただいた上

で、実施について決定していく必要がございま

す。このことから、現在国の予算で調査及び基

本ルートとその内容についての計画を作成して

いただき、これをもとに地元説明会を実施して

いるところでございます。本日までに、水路整

備に関しまして２回、内堀菖蒲園への導水など

に係ります計画につきまして１回、合わせて３

回の説明会を実施いたしました。市の事業につ

きましては、今後も説明会を継続しながら、地

元の意見を幅広く聴取し、事業実施の有無を含

めまして最終的な整備の方針を決定してまいり

たいと考えております。 

 また、国の事業につきましては、さきに申し

上げました懇談会での議論を中心に、市が行い

ます説明会での御意見を参考にしていただくこ

とになってございます。これらを踏まえまし

て、全体的な事業メニューや期間など方針の決

定がなされるものと考えておりますので、議員

各位におかれましても御理解と御協力を賜りま

すようにお願いを申し上げます 

 以上、お答えといたします。 

○松岡良明建設農林部副部長 議長 

○清水久二博議長 松岡建設農林部副部長 

〔松岡良明建設農林部副部長 登壇〕 

○松岡良明建設農林部副部長 それでは、私の

方からは農産物認証制度とブランド化について

お答えをいたします。 

 近年環境問題が注目されている中、堆肥等に

よります土づくりとともに、化学合成農薬や化

学肥料の使用を削減する環境保全型農業の展開

が重視されているとこでございます。 

 あわせて、消費者の農産物への安全、安心へ

の関心も高まりまして、農産物の栽培履歴や生

産情報を明らかにして、信頼を高める役割を担

うため愛媛県特別栽培農産物等認証制度、通称

エコえひめという名称で制度推進が展開されて

おります。大洲市においても、愛媛たいき農協

が平成13年10月にトマト生産のエコえひめ認証

を取得するとともに、生産者もその基準を遵守

し、平成14年２月にはトマトの出荷認証も取り

つけまして、安全、安心の消費者ニーズにこた

えつつ、相互が協力しながらブランド化を推進

しているところでございます。 

 また、昨年12月には愛媛たいき農協がエコラ

ブという名称でブランド化を図っておりまし

て、この名称につきましては、エコラブのエコ

はエコロジーのエコ、ラブは愛媛たいきの愛を

ラブといたしまして、エコラブという商標登録

を行いまして、特別栽培農産物の基準に沿った

農産物の国の基準の栽培方法を遵守した農作物

をブランド化し、大洲市独自の展開も実施して

いるとこでございます。 

 対象農産物は、大洲市においては生産量の多

いトマト、スイカ、ミニトマト、ピーマンでご

ざいまして、特にトマト、スイカは市場でも高

い評価を得ているところでございます。さら

に、近い将来キュウリとイチゴにおきまして

も、このエコラブへのブランド化を図るものと

しております。 

 また、ことし11月には特用林産物であります

シイタケの消費拡大を図る目的で「しいたけフ

ェスタ2005in大洲」を開催いたしまして、大洲

産原木シイタケを「味楽来しいたけ」という命

名をいたしました。この「味楽来」につきまし

ては、漢字で味、楽、それから来と書きまし

て、「味楽来しいたけ」という名称でブランド

化を図る取り組みを始めております。 

 農産物のブランド化につきましては、地域農

業活性化のために全国的に生産アイデアを生か

し、地域間競争が行われておりますが、今後も

多様化する消費者ニーズや農産物の需要状況を

かんがみながら、さらなる生産者の価格面の安

定にもつなげていきたいと、考えているとこで

ございます。 
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 以上、お答えといたします。 

○尾崎公男教育部長 議長 

○清水久二博議長 尾崎教育部長 

〔尾崎公男教育部長 登壇〕 

○尾崎公男教育部長 それでは、私の方からは

地域子ども教室推進事業についてお答えを申し

上げます。 

 この事業につきましては、議員さん言われま

したとおり、平成16年度から18年度の緊急３カ

年計画によりまして、文部科学省において子供

たちにかかわる重大事件の続発を受け、心豊か

でたくましい子供を社会全体ではぐくむため、

学校や公民館等の施設を活用し、安全で安心し

て活動できる心の居場所を整備することを目的

として実施されているところでございます。 

 当市におきましては、旧大洲市の久米小学校

区を対象にした久米地区子ども教室と、旧肱川

町の中野小学校区を対象にいたしました中野ふ

れあいスクールが年間約50回の３カ年計画で事

業を展開しております。参加希望のありました

久米小学校生56名、中野小学校生33名がおおむ

ね水曜日の放課後や土曜、日曜日、また夏休み

等に地域の公民館等を利用して、指導員ととも

に工作やおやつづくり、昔の遊びをして楽しく

活動をしているところでございます。 

 この事業の指導員につきましては、地域の大

人たちの教育力を結集するため、学校、ＰＴ

Ａ、民生児童委員、婦人会、老人会、区長会、

ボランティアなど各種団体の御協力をいただい

ているところでございます。 

 また、事業の内容といたしましては、盆踊り

の実技指導や工作、スポーツ時の安全管理、さ

らには活動場所までの児童の行き帰りの安全確

保に至るまで格別の御協力をいただいておりま

して、教育委員会といたしましては、こうした

地域の皆様の御協力に対しまして感謝を申し上

げますとともに、その活動を高く評価しておる

ところでございます。 

 今後も地域の皆様に家庭、学校、地域が一つ

になって未来を担う子供をはぐくむという本事

業の趣旨を御理解いただきまして、子供も大人

も一緒になって地域の歴史、伝統文化、自然環

境を取り入れた多彩な交流活動ができる居場所

をふやすため、関係機関や諸団体と連絡を密に

いたしまして、事業が拡大できるよう検討して

まいりたいというように考えているところでご

ざいます。 

 以上、お答えといたします。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 議事の都合により会議時間

を延長いたします。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○７番武田雅司議員 議長 

○清水久二博議長 武田雅司議員 

〔７番 武田雅司議員 登壇〕 

○７番武田雅司議員 済いません、時間が延長

しておりますが、去年、ことしと水害に遭いま

した地域の方に、本当に去年とことしで33億円

の被害が出ております。そのことに対して、短

期的にできることのお願いをしたいと思います

し、それと危機管理室と治水課の役割について

ということをお聞きしたんですが、先月25日で

すか、４者会談、せっかく市の方が４者会談し

ていただいたんですが、それのまとめのお願い

をしておりますが、いまだに出てきません。そ

の忙しいのはわかります。 

 それと、12月10日ですか、先日水害を考える

会の方が国土研の京都大学、岡山大学、徳島大

学、その方もボランティアで数回大洲市へ来て

もらっております。国、県、市に最終の発表会

をしますから、ぜひ来てくださいというお願い

をされたと思いますが、それに対して本気で治

水、水害について考えるんであれば、よその県

から大学の教授がわざわざ調査に来ていただい

て最終の報告をするというときに、なぜ市の

方、県の方が勉強しに来られないのか、これで

本気で大洲市の治水対策について考えられとる

のか、いま一度、これは33億円の水害、大変な
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ことです。商売やっておられる方、住まわれて

る方にとっては大変なことです。短期間ででき

ること、先ほど申しましたようにあると思いま

す。どうぞもう少し真剣に考えていただきたい

なと思います。 

 時間どうも済いませんでした。失礼します。 

○清水久二博議長 次に、中野寛之議員の発言

を許します。 

○８番中野寛之議員 議長 

○清水久二博議長 中野寛之議員 

〔８番 中野寛之議員 登壇〕 

○８番中野寛之議員 それでは、今定例会よう

やく最後の質問者であります無所属の中野寛之

です。今期もまたよろしくお願いいたします。 

 ことし１月の新市発足後、非常に混乱が続き

ましたこの大洲市議会でありました。選挙の洗

礼も受けまして、30人での新たなスタートであ

りますが、昨日の本会議で山本議員が質問され

ましたように、市民からの信頼を取り戻してい

く地道な取り組みの必要性、これを非常に痛感

をしております。大洲市の行財政改革のために

も、まず議会が範を示し、議員待遇の見直し、

そして定数の削減に積極的に取り組んでいく必

要があります。特に、市民の関心の高い議員定

数の問題に関しましては、議会運営委員会で現

在議論をしておる最中ではありますが、来年６

月までには必ずや結論を出せるよう、私も最大

限の努力をしていきたいと考えております。 

 また、本年９月11日、総選挙が行われまし

た。この選挙では小泉自民党が圧倒的な議席数

を確保いたしました。この小泉自民党は、かっ

ての自由民主党とは全く異なる別の政党であり

ます。かっての自民党は均衡ある国土の発展を

掲げ、大洲市のような地方にも高速道路や、そ

して郵便局を確保し、都会並みの公共サービス

を保障するという、よくも悪くも地方重視の政

党でありました。しかし、その一方で非効率的

な公共事業がはびこり、近年の国の財政悪化の

大きな要因となったわけです。 

 これに対しまして、東京のような都市部の有

権者はばらまき政治であるとして、このような

地方重視政策に抜きがたい不信感を持つように

なっております。その象徴が郵政関係郵便局

26万人という公務員であり、亀井静香氏や綿貫

民輔氏のような地方重視政策を掲げる政治家だ

ったんです。これらに抵抗勢力のレッテルを張

りつける選挙戦術が功を奏しまして、800万人

とも言われる都市部の無党派層が小泉自民党に

雪崩を打って投票した結果が今回の選挙結果で

ありました。 

 つまり、我々地方住民はもうこの日本国から

不要であると宣告されたも同然なのです。今後

公共投資は効率のよい都市部優先になるでしょ

う。その結果、都市と地方の格差はますます広

がり、政策的に地方は人口が減らされていくで

しょう。その方が交付税も減額できて、国も安

上がりだからなんです。そのための市町村合併

だったんです。 

 合併しましてわずか１年ですが、特に旧町

村、これは確実に寂れつつあるという実感をお

持ちの議員さん多いと思います。地方が寂れ、

食糧生産が足りなくなれば海外から買う、その

ための外貨はトヨタを初めとする一部の勝ち組

企業が稼ぐ、このような構図であります。です

から、今回の総選挙でトヨタは小泉自民党を全

面支援したんです。これらのことは、いわゆる

新自由主義路線における政策の当然の論理的帰

結であります。 

 新自由主義の本場アメリカ合衆国でもニュー

オリンズのような地方都市は治水事業さえおざ

なりでありまして、ハリケーンのたびに水浸し

となっております。大洲市も今後同じようなこ

とになりかねません。 

 今回、郵便局員を悪者にすることで、都市部

住民の嫉妬心をあおることに成功した小泉自民

党は、次回の国政選挙でも同じような焼き討ち

対象を求めるでしょう。次の標的は、これは竹

中総務大臣も申しておりますように、全国の農
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業協同組合であり、また地方公務員かもしれま

せん。関係者の皆様は十分注意をしていただき

たいと思います。 

 このような全体状況の中、いかにしてこの大

洲市を立て直していくのか、非常に困難な課題

ではあります。１つはっきりしていることは、

政権交代が起きない限り、国、県はもはや当て

にできないという厳然たる事実でございます。

自分たちの町は自分たちでつくっていく、そし

て守っていく、このような自主自立の精神がま

ずは必要であります。そして、そのために必要

な権限、財源、人材、これを獲得するために、

現場から声を上げていくことが肝要である、こ

のように私は考えております。 

 しかし、現実の大洲市経済は各種統計指標か

らも明らかでありますように、土木、建設業を

中心とする公共事業に依存したいびつな経済構

造となっております。国・県の財政状況から見

ても、以前のような公共投資はもはや望めませ

ん。人が人を世話をする福祉や教育、そして農

林水産業といった１次産業を再度重視し、だぶ

ついた建設業者の雇用を円滑に吸収できるシス

テムの整備こそ急務である、このように私は考

えております。大森市長におかれましては、ぜ

ひ大洲市百年の大計に合った確固たるビジョン

を大洲市民にお示しいただき、そしてその実現

に向けて強いリーダーシップを発揮していただ

きたいと思います。 

 昨日の上田議員の質問に対する答弁の中で、

各種公共事業といった市民サービスの向上に前

向きな答弁をされたことは、私も大変評価をし

ております。しかし、先ほど大野新策議員の質

問の中でも答弁にございましたように、長浜水

族館計画に関しまして、身の丈よりもやや大き

いものという発言はややいただけません。大洲

市、これほど財政が悪くなりました原因の一つ

として、身の丈に合わない公共事業をやり続け

てきたのが一つの原因じゃなかったか、私はこ

のように考えております。ぜひこれらの水族館

計画に関しましても、慎重なる上に慎重な御検

討を重ねて、財政の再建を考えていただきた

い、このように考えます。 

 それでは、これより一般質問に入ります。 

 まず、財政問題の１項目め、数値目標につい

てお尋ねをいたします。 

 さきの９月定例会におきまして、企画財政委

員会におきまして、県に提出されました公債費

負担適正化計画の内容が報告をされておりま

す。これによりますと、市債の発行につきまし

ては、今後７年間で年間発行額を約30億円程度

に抑制するという数値目標が示されておりま

す。この年30億円という数値以外に、現在どの

ような数値目標を設定し、財政健全化に取り組

んでいくお考えであるのか、この点、理事者の

答弁をお願いをいたします。 

 次に、地方交付税額の推移についてお伺いを

いたします。 

 先ほど取り上げました数値目標の設定は、地

方交付税額が現行水準に維持されるということ

を前提に立てられております。今後、国が進め

ます三位一体改革の進展次第では、大洲市への

交付税が大幅に削減される可能性も非常に高い

のではないかと危惧をしております。財政再建

を進めるに当たりまして、このような事態も十

分に想定をしているのかどうか、理事者の見

解、お聞かせいただきたいと思います。 

 ３点目としまして、財政再建への強い意思表

示についてお伺いをします。 

 ことし３月からの特別職給与の削減や、二

転、三転はいたしましたが、議員報酬の削減な

ど、その方向性は評価をしたいと思います。ま

た、広報「おおず」今月の12月号におけます市

の財政状況の詳細な報告につきましても、私が

こちらの議会で再三要望してまいりました市民

への情報公開と、そして説明責任の実行であり

まして、高くその取り組みを評価をしたいと思

います。今後財政再建を進めていくに当たりま

して、市民生活にはさまざまな影響が出てくる
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と思われます。当然市民の間からはさまざまな

不平、不満が出てくることと思います。そのよ

うな中で、財政再建にかける理事者の強い意思

表示こそ必要不可欠ではないかと、このように

私は考えておりますが、この点、大森市長自身

の見解、ぜひお聞かせください。 

 次に、愛媛県地方局の再編問題について質問

いたします。 

 現在、愛媛県は2008年４月の地方局再編に向

けた検討作業を進めております。その中で、現

在の八幡浜、宇和島両市の地方局を南予地方局

として統合する案が浮上し、関係者の関心が高

まっている、このような状況であります。この

ような中、さきの12月５日の定例県議会におき

まして、加戸知事は東・中・南予の地域割りど

おりの管轄がよいと、大洲市の中予地方局編入

に対して否定的な答弁を行っております。これ

ら一連の動きに対しまして、大洲市としてその

理事者の見解、お聞かせをください。 

 また、中予地方局への編入問題と南予地域の

連携についてもお伺いをいたします。 

 本来は、さまざまな前提条件があった上での

選択肢の一つとしての中予地区編入希望が大洲

市の既定方針であるかのように報道等でひとり

歩きしている、このような印象がございます。

現状のままでは、広域行政を通じての八幡浜地

域との関係だけでなく、観光業などさまざまな

南予地域との連携に支障を来すおそれがないか

大変危惧をしております。また、今さら中予地

区に編入したところで、後入りの大洲市の立場

で十分な発言権を果たして確保できるのかどう

か、この点も心配する点であります。これらの

問題に関しまして、理事者の見解、お聞かせい

ただきたいと思います。 

 次に、市政懇談会についてお尋ねをいたしま

す。 

 今年度は７月から10月までの期間で計23回の

市政懇談会が実施をされております。私自身も

一市民の立場、ちょうど辞職しておりましたの

で、一市民の立場ということで地元地区の市政

懇談会を傍聴いたしまして、その実情、見聞い

たしております。さきの市長選挙におきまし

て、大森市長は説明責任が足りないと前市長を

大変批判をしておられました。市民への説明責

任を果たしていくという大森市長の公約実現の

ためにも、市政懇談会、この一層の充実は不可

欠ではないかと私は考えております。今年度の

実績を踏まえた上で、来年度以降どのような市

政懇談会の運営方針をお考えか、その見解、お

聞かせをください。 

 次に、４番目といたしまして、伊予肱川簡易

保険保養センター跡地についてお尋ねをいたし

ます。 

 この保養センター跡地につきましては、現在

合併しました新大洲市の所有となっておりま

す。この跡地を購入した旧肱川町におきまして

も、臨時町議会でのこれら購入の議決は、昨年

12月27日という合併わずか２週間前の出来事で

ございました。新大洲市住民の多くの方にとり

ましても、まさに寝耳に水、このような感想を

お持ちの方も多いと思います。まずは、旧肱川

町がこの跡地を取得に至りました経過について

理事者の説明をお願いをいたしたいと思いま

す。 

 ２点目といたしまして、取り壊し費用につい

てお伺いをします。 

 この跡地の建物自体は昭和46年の完成であり

まして、築30年以上を経過をしております。跡

地をどのように活用するにしましても、建物の

取り壊し、これは避けられないと感じておりま

すが、これら取り壊し費用の概算額をどの程度

見積もっておられるのか、御報告をお願いした

いと思います。 

 ３点目としまして、今後の活用方針について

お尋ねをいたします。 

 旧肱川町におきましては、この跡地の取得の

是非を議員協議会で協議した際、民間事業者に

よる福祉施設計画の存在が報告された、このよ
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うに聞いております。これらの活用計画につき

まして、現状はどのようになっているのか、御

答弁をお願いいたします。 

 また、今後の活用に関しまして、さらなる公

金の追加投入のおそれはないのでしょうか。現

在の理事者の見解、お聞かせいただきたいと思

います。 

 次に、５項目めといたしまして、南隅櫓及び

居宅取得事業、これについて質問いたします。 

 この事業は、県立大洲高等学校第２グラウン

ド横にあります国の重文南隅櫓及び居宅を取得

する事業です。本年10月末に開かれました議会

代表者会での報告によりますと、実地面積は

1,338.99平方メートル、土地取得額は総額

8,462万4,168円となっております。これらの土

地、建物は、去る11月16日に売買契約を済ませ

た、このように伺っております。これらの今後

の、取得しました用地、この施設、今後の活用

方針について理事者の方針、お聞かせをいただ

きたいと思います。 

 それでは最後になりますが、今までちょっと

世知辛い話ばかりでございましたが、少しはよ

い話で、大洲市の名誉市民条例について質問し

たいと思います。 

 旧大洲市におきましては、社会、文化、産業

の進展に貢献し、その功績顕著なる者に対しま

して名誉市民の称号を贈り、これを顕彰する制

度がございました。過去に旧大洲市では３名の

方にこの称号を贈られておりますが、新市発足

後はこの条例も現在未整備であります。現在、

大洲市の内外、果ては海外でも活躍されておる

大洲市出身の方々の中には、これらの称号にふ

さわしい方もおられるのではないか、私はその

ように感じてもおります。このような方々を顕

彰し、大洲市のイメージアップ、これらを図る

ためにも、名誉市民条例の再制定が必要ではな

いかと考えておりますが、この点はぜひ大森市

長自身の見解、お聞かせをいただきたいと思い

ます。 

 以上をもちまして私の一般質問を終わらせて

いただきます。御清聴まことにありがとうござ

いました。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 それでは、最後に中野議員さ

んの御質問にお答えをいたしたいと思います。 

 私の方からは地方局の問題、それから名誉市

民条例の問題について、特にお答えをいたした

いと思います。 

 その他につきましては、きのう、きょうの御

答弁で重複して答弁もしておると思いますの

で、ほかの者の出番もありますので、どうぞひ

とつ御容赦をいただきたいと思います。 

 地方局の問題でございますが、どう考える

か、これ非常に大事なことでございます。現在

の地方局制度は昭和55年に導入されまして、以

来20年余りにわたり我々地方組織の中核をなす

制度として定着しておるわけでございます。今

回新しい時代の流れに的確に対応するため、県

御当局においては現在の５局体制を３局体制に

再編統合し、新しい地方局は、現地即決、現地

完結に主眼を置いた機能、権限の強化を図って

いくとの基本方針が知事の方から公表されたと

ころでございます。 

 この再編問題は、当市におきましても今後の

円滑な市政運営を推進する上でも大変重要な問

題でありまして、本年６月に県が実施をされま

した地方局制度に関するアンケートを機に、同

20日に臨時庁議を大洲市でも開催いたしまし

た。新大洲市としての意見を集約をいたします

とともに、県とのヒアリング及びその後行われ

ました愛媛トップミーティングの場において、

西予市であったわけでございますが、加戸知事

に対しまして、当市の中予地域への編入とあわ

せまして、昨年11月に県行政改革地方分権推進

委員会がまとめられておりました中予地方局へ

加えることに優位性があるとした案を尊重する
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旨の考えを申し上げたわけでございます。ま

た、その状況は改正前ではございましたが、議

会の皆様にもこの経過だけは御報告を申し上げ

たというところでございます。 

 しかしながら、今中野議員を初め御案内のと

おり、中予地方局あるいは南予地方局のどちら

に編入することになりましても、それぞれメリ

ット、デメリットが生じると思います。地域住

民の利便性の向上及び行政事務の簡略化による

住民サービスの向上に主眼を置きますととも

に、今後は将来の道州制を踏まえた四国の中で

大洲市がどうあるべきか、まちづくりを最優先

に考えて、県との協議に慎重に当たってまいり

たいと考えておる次第でございます。 

 中予編入問題と南予地域の連携について、こ

の問題は支障を来すんではないかという御指摘

でございますが、このたびの再編につきまして

は、行政効率化のために５局体制から３局体制

に再編され、現八幡浜地方局の管轄区域が変化

することでありまして、広域行政圏域が必ずし

もこれに連動すべきものでもないんではないか

という考えも持っております。２つの地方局と

圏域とのエリアが混在することは、法的には問

題はないようでありますから、県と市とのスム

ーズな連携により、市民のニーズに的確かつ迅

速に対応できる、いわゆる行政事務を円滑にす

るためのエリア、中予、松山でございますが、

中予局と広域市町村圏域としてのまちづくりを

推進するためのエリア、南予地方局、これがま

さに宇和島と八幡浜で綱引きがされておるとい

うところでございます。仮に分かれたといたし

ましても、それはそれで効率的で幅広い事業の

推進を図ることにそれほど支障があるとは思わ

ないわけでありますが、今後ともこれまでの南

予圏域での連携を密にするとともに、これまで

以上に南予地域の活性化に努めてまいりたいと

考えておるわけではございます。 

 先ほどお話もございましたように、松山へ行

ったんでは後入り、さりとて宇和島ということ

になると、これから時間をかけて宇和島へ行っ

て、そのことが片づかん場合に、松山までまた

とって返していくんかと、この問題がまさに起

きてくるわけでございます。率直な大洲市長と

しての見解をどうぞというトップミーティング

で話がございましたので、私の方からはそうい

う今の、今後の予測も含めてですが、３局体

制、いずれは松山１局ということになってまい

りますと、もう松山のおつき合いをした方が、

後入りになるとは思っておりません。なぜかと

いいますと、別に松山にお世話になるわけでは

ございませんので、大洲市は大洲市として１市

２町１村が一緒になってやっていくわけでござ

いますので、いずれは内子ともそんな話も起き

るかもしれませんが、大洲、喜多郡で一緒にや

っていくという中では、何も松山にそう卑下す

ることはないと私は思っておりますので、その

他の伊予市さん、あるいは周辺の東温市さん、

そこらとも相はかってやっていけば、別に松山

へ行っても問題はないんではないかという気は

しとるわけでございます。 

 しかし、あれだけ立派な地方局がまだ八幡

浜、宇和島にあるわけでございまして、そのと

きに加戸知事からもお話がございました。八幡

浜と宇和島、あれだけ立派なもんがあるのに、

西予市へ建てるとかという考えは財政的にござ

いませんという話がもう率直にあったわけでご

ざいまして、そうしますと私にもいろいろ意見

を出せる余地が残っとるわけでございまして、

西予に建たないということになりますと、大洲

も同じことを言っても、また意見としては通る

んではないかという考え、南予の中心として表

の玄関口という以上は観光の問題も含めまし

て、大洲がやっぱりリーダーシップをとってい

くべきではないかという意見もまた述べさせて

もらえるんではないかということも感じたもの

でございますんで、私は一つの方策として、山

鳥坂ダム、肱川流域、これを一生懸命全国でも

数少ない、いろんな問題を抱えながら推進をし
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ておる経過もございますんで、ひとつその建設

部、土木事務所、そういうものについては大洲

に拠点を置いてもらって、南予のいいじゃない

かと、それからその他のものについては全部大

洲がということにはことにはいきますまいか

ら、それは折り合いながらやっていくというこ

とも方策ではないでしょうかという意見を公に

言ったわけでございます。 

 そのときはそのときで意見をいろいろ聞かせ

てくれという会でございましたんで、結論は出

なかったわけでございますが、その後は皆さん

御承知のとおり、県議会でのやりとり等がいろ

いろあっとりますが、まだいまだにどっちへと

いうことはできておりませんようで、南予は南

予で大洲もひとつそういうことの枠を外れんよ

うにやってもろうたらありがたいがという意味

だろうというふうに今現在解釈をしております

んで、これは私一存、議長さん一存でできるよ

うな問題ではない大事な問題でございますの

で、議員さんの皆さんとも諮りながら、今後ど

うしていくかということは落としどころを見つ

けて模索していきたいと、知事さんもいろいろ

今石を投げてみて、反応を見られとる段階だろ

うと思いますので、将来の道州制あるいは最終

的にどういうふうになっていくんか、一遍には

いかんと思いますんで、段階を踏んで整理をさ

れていくと思いますので、そのときには的確な

意見をやっぱり述べさせてもらうということ

で、今後取り組んでいきたいと思っております

ので、御理解をいただきたいと思います。 

 それから、最後に建設的に御提案をなさいま

した名誉市民条例のことでございますが、これ

は言われたとおりでございます。旧大洲市、旧

肱川町で制定をしておられる。大洲市で先ほど

言われましたように、加藤泰道公、それから植

木秀幹博士、それから出石寺の神山諦鑁和尚さ

ん、この３名が顕彰をされて、写真がかかっと

るわけ、もう御承知のとおりでございますが、

新市発足時におきましては、旧市町村すべてが

この条例を制定していなかったわけでございま

して、選定の方法、基準、異なっていたことな

どから、合併時に旧条例を引き継ぐことなく新

市において新しい議員さん、皆さん方とともに

相談しながら制定していくものと考えておりま

した。 

 中野議員さんも一つの御提案を、お考えがあ

るようでございます。それも含めまして、その

他の議員さんにはまたほかの考えがあろうと思

いますので、御指摘のように郷土の誇りとして

尊敬できる方に対して名誉市民の称号を贈り、

これを顕彰するということは大変大事なことだ

ろうと思います。本市の名誉市民条例の制定に

向けましては、前向きに取り組んで今後まいり

たいと考えておりますので、よろしくお願いし

たらと思います。 

 その他の問題につきましては、先ほどのよう

な理由でその他の者から答弁をさせていただき

ますんで、よろしくお願いいたします。 

○首藤馨助役 議長 

○清水久二博議長 首藤助役 

〔首藤馨助役 登壇〕 

○首藤馨助役 中野議員さん御質問の財政問題

について、数値目標について、それから地方交

付税の推移について、それから財政再建への強

い意思表示ということについて御質問があった

わけでございます。 

 まず、数値目標につきましてお答えをいたし

ます。 

 議員御指摘のとおり、公債費関係につきまし

ては、数値目標を持った大洲市公債費負担適正

化計画に基づきます市債の発行管理につきまし

て、平成23年度までに起債制限比率を13％以下

といたしまして、財政の健全化を図るように計

画をしておるところでございます。 

 その他の数値目標は設定はしていないのかと

いう御質問でございますが、公債費負担適正化

計画では、先ほど申しましたように起債制限比

率を13％以下にするといたしまして、そのため
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に起債発行額を30億円程度にするという目標値

を設定しておりまして、その他の財政健全化に

向けた取り組みにつきましては、歳入と歳出と

の両面から総合的に行う必要があると考えてお

るところでございます。 

 現在、大洲市行政改革大綱を策定中でありま

すが、大綱の策定を通じまして、総合的な行財

政改革の取り組みを行う予定といたしておりま

す。歳入面では受益者負担の見直しなど、歳出

面では事務事業の整理、合理化、組織機構の見

直しなどによりまして、歳入、歳出両面から持

続可能な財政構造の構築を図ろうとしておると

ころでございます。 

 このようなことから、今年度中に策定する大

洲市行財政改革大綱の中で、具体的な数値目標

等の設定に努めてまいりたいと考えております

ので、御理解をいただきたいと思います。 

 次に、地方交付税の推移でございますが、御

指摘のとおり起債制限比率の数値目標につきま

しては、現在の地方交付税制度の中での計算値

でございます。地方交付税の削減が行われます

と、計算式の分母が減額いたしますので、比率

は高くなりまして、目標値に達しなくなるとい

うことも考えられるわけでございます。こうし

たことから、目標値達成のためには当然大洲市

の財政状況を踏まえまして、毎年計画を見直し

て適切に変更することも必要なものであると考

えておるところでございます。改革の時代、地

方財政を取り巻く環境も毎年毎年非常に厳しく

変動をいたしております。この変化に適切に対

応をしてまいりたいと考えておるところでござ

います。 

 財政再建への強い意思でございますが、先ほ

ども申しましたように、大洲市の行財政改革の

ため、行財政改革大綱を策定中でございまし

て、その中で具体的な取り組みや数値目標も設

定していく予定でございます。厳しい財政環境

を考えるときに、歳入、歳出両面にわたり、す

べての面で痛みを伴う厳しい取り組みにならざ

るを得ないのではなかろうかと考えておるわけ

でございます。このような行財政改革大綱の策

定や、また市民の皆様の御理解や御協力を得な

がら策定いたしました大綱を実行することで、

私どもの真剣な意思や取り組みを感じていただ

けるものと思っておるところでございます。 

 今後とも市民の皆様に情報を公開しながら、

市民の皆様が納得する行政の水準、これを維持

しながら行財政改革の取り組みとバランスある

市政運営を行っていきたいと考えておるところ

でございます。 

 以上、お答えとさせていただきます。 

○小泉勝明総務部長 議長 

○清水久二博議長 小泉総務部長 

〔小泉勝明総務部長 登壇〕 

○小泉勝明総務部長 それでは、私からは市政

懇談会についてお答えをいたします。 

 合併まで旧大洲市では、御案内のように区長

総会という名称で市内14地区において開催さ

れ、事前にいただいた要望事項を回答しており

ました。今年度は合併して間もないということ

から市政懇談会と名称も改めまして、新市とし

てのあり方あるいは将来像について意見を交換

する場として開催をいたしたところでございま

す。 

 御指摘のとおり、今年度の開催実績といたし

まして、７月から10月までの４カ月間にわたり

大洲14回、長浜が７回、肱川１回、河辺１回の

合計23回を開催いたしたところでございます。

約500人の区長さんを初めとする地域の皆さん

とお会いをいたしまして、市長ほか各部長が新

市建設の基本方針や主要施策を説明し、皆さん

からの御意見や御要望などを伺ってまいりまし

た。この中で、もう少し身近な要望を聞いてほ

しい、回答や質疑の場としてもらいたいという

ような御意見や、市側の説明は少しボリューム

があり過ぎて一遍にはわかりにくいといったよ

うな御意見もございました。来年度以降につき

ましては、これらのことも考慮いたしまして開
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催内容等を検討したいと考えておりますが、ど

ちらにいたしましても市の方針、考えを説明す

ること、情報等を公開すること、これは優先し

て実施したいと考えております。今後整理がで

きましたら、区長会長会あるいは自治会長会、

そういった関係機関とも協議をした上で実施を

してまいりたいと考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○櫻田和明肱川支所長 議長 

○清水久二博議長 櫻田肱川支所長 

〔櫻田和明肱川支所長 登壇〕 

○櫻田和明肱川支所長 それでは、私からは伊

予肱川簡易保険保養センター跡地についてお答

えいたします。 

 まず、取得に至った経過について御説明をい

たします。 

 平成15年９月に日本郵政公社簡易保険事業部

から15年度において伊予肱川簡易保険保養セン

ターを含む全国の８施設を廃止するとの情報が

入り、同11月には日本郵政公社から所有財産の

取得意向の照会がございました。旧肱川町にお

きましては、国・県の関係機関等に再三にわた

り施設の存続を要望してまいりましたが、最終

的には廃止されることとなったわけでございま

す。この施設の周辺には県立自然公園、鹿の川

園地、鹿鳴園、風の博物館、歌麿館等の施設が

あり、これまで旧肱川町においては一体的な利

用を進めており、この簡保センターが閉鎖され

ましても、地域活性化を図る上で大変重要な位

置を占める土地でございます。そのようなこと

で町が取得し、利活用を図ることとしたもので

ございます。 

 この跡地の利活用につきましては種々検討い

たしておりましたが、ある民間事業者から福祉

施設として利用の話があり、そのような利用法

も地域の活性化のため幾つかある選択肢の一つ

として有効な手段として考えました。 

 このようなことから、最終的には平成16年

12月27日の臨時議会において、肱川町の活性化

を図る施設や用地として将来有効活用ができる

ものとして、旧簡保センターの施設、敷地１万

458.43平方メートルを合わせまして1,900万円

で買い取ることの議決をいただいたものでござ

います。 

 次に、施設の取り壊し費用でございますが、

敷地の利活用方策も具体的には確定しておら

ず、正式な取り壊し費用の算出まではしており

ませんでした。ただ、公社との価格交渉時にお

いては、この御指摘ありました解体も想定し、

少し大きく数千万円の表現で解体費を持ち出

し、価格交渉に入っておりました。その結果、

もちろんこれだけではございませんが、当地の

売買実例価格で算出しますと１億5,000万円か

ら２億円の評価の土地を最終1,900万円で購入

したものでございます。交渉時は数千万円と言

っておりましたが、概算で数字を上げますと二

千万円強程度必要ではないかとは考えておりま

す。 

 次に、今後の活用方針でございますが、議員

さん御指摘のとおり、先ほど触れましたが、旧

肱川町の事業者の方から跡地を利用して介護保

険サービス利用のできる施設整備を行う計画に

ついての申し出がございました。申し出をされ

ています整備計画の内容につきましては、入所

施設を核に幾つかの在宅サービスの提供ができ

るような比較的大きな規模の計画であります。

しかしながら、大洲市の現状というのは、他市

町と比べまして比較的この施設整備が進んでお

りますので、その整備が可能であるかにつきま

しては県に指定権限のあるもの、市の指定権限

となるもの、いずれについても非常に困難であ

るとの見込みであり、そのことを事業者に説明

いたしているところでございます。 

 事業者においては、入所施設でなく在宅で利

用できる小規模施設の整備という形でも、旧肱

川の地域活性化に協力をしたいとの考えを持っ

ておられます。しかし、現状では小規模施設で

あっても整備は困難と思われる状況でありま
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す。このため、介護保険における小規模施設と

あわせ、介護保険以外の福祉施設等も視野に入

れて、今後その跡地利用について検討してまい

りたいと考えております。 

 なお、御質問のありました公金の追加につい

てでございますが、現在進めておりますこの介

護保険事業に関しましては、そのまま施設を利

用されるのか、あるいは解体し新しい施設を整

備されるのか、まだ整備計画が確定しない段階

ではございますが、いずれにしましても旧町に

おいては土地の取得までとの考えでおりますの

で、市の一般財源を今後投入する予定はないも

のと考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○尾崎公男教育部長 議長 

○清水久二博議長 尾崎教育部長 

〔尾崎公男教育部長 登壇〕 

○尾崎公男教育部長 それでは、私の方からは

南隅櫓及び居宅取得事業についてお答えを申し

上げます。 

 これらの物件につきましては、去る11月16日

に取得したところでございまして、今後の活用

計画といたしましては、国指定重要文化財であ

ります南隅櫓につきましては修繕等を行いまし

て、一般公開ができるように準備を進めてまい

りたいというように考えております。 

 また、居宅につきましては当面部分的な修繕

を行いまして、大洲城に関する資料や大洲城跡

から発掘された遺物等を整理する場所として活

用したいと考えておりますが、将来的には市民

の皆様の御意見などを拝聴しながら、櫓、居

宅、庭園が一体となった市民がいつでも、だれ

でも気軽に立ち寄れる地域交流の場として、ま

た観光の場として活用ができるように検討して

まいりたいというように考えております。 

 以上、お答えといたします。 

○８番中野寛之議員 議長 

○清水久二博議長 中野寛之議員 

〔８番 中野寛之議員 登壇〕 

○８番中野寛之議員 済みません。短く少し再

質問させていただきます。 

 これは質問ではないんですが、伊予肱川の簡

易保険保養センターに関して御報告等がありま

した。これは合併前の２週間前の購入でありま

すので、この点に関して大森市長になかなかど

うこうという筋の問題ではないことは重々承知

しておりますが、先ほど市の財源投入はないと

考えている。そのような御答弁もございました

が、このような御時勢でございますので、さら

なる冗費の、むだ遣いにならないように慎重に

事業を図っていただきたいと思います。 

 同じく、この南隅櫓と居宅事業に関しまして

も、大洲市は過去に油屋であるとか大洲温泉で

あるとかいろいろ市民の批判を浴びます事業も

ございましたので、これらの失敗から学んで同

じ轍を踏まないように、これまた慎重に進めて

いただきたいと、このように強く要望いたしま

す。 

 そして、一点だけ再質問なんですが、財政問

題の３点目、先ほど助役さんの方から行革大綱

を作成中であり、その中で強い意思を示してい

きたいし、情報も公開していくと答弁もござい

ました。しかし、その中で、先ほど歳入面の見

直しでは受益者負担の見直しという言葉も出て

おります。つまり、これはまさに市民負担の増

大でございまして、先ほど私も触れましたよう

に、あらゆるところから市民の皆さんから不満

も出てくる可能性もある。このように再度感じ

ております。やはり、この点に関しまして一点

だけ、大森市長みずからのお言葉で財政再建に

取り組んでいくという強い意思表示、最後一言

述べていただけたらと思います。 

 以上をもちまして私の再質問にかえさせてい

ただきます。 

○大森隆雄市長 議長 

○清水久二博議長 大森市長 

〔大森隆雄市長 登壇〕 

○大森隆雄市長 中野議員さんの再質問の答弁
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でございますが、御趣旨を踏まえながら、また

皆さんのこの２日間にわたる激論の中での御答

弁申し上げたこと、また聞かせてもらったこ

と、すべてもう一度そしゃくをいたしまして、

平成18年度、まさに私にとりましては助走をし

て一年走りまして、平成18年度でいよいよ本格

的に腰が入ってやれる段階にしていかないけん

わけでございますので、頑張っていきたいと思

っておりますので、以上で答弁にかえさせてい

ただきます。ありがとうございました。 

○清水久二博議長 以上で質疑、質問を終結い

たします。 

 ただいま議題となっております議案11件につ

きましては、お手元に配付いたしております議

案付託一覧表のとおり、それぞれの常任委員会

に付託いたします。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 次に、日程第３、請願第１

号から請願第８号までの請願８件を一括して議

題といたします。 

 これら請願８件のうち請願第２号から請願第

８号につきましては、お手元に配付しておりま

す請願付託表のとおり、各常任委員会に付託い

たします。 

 お諮りいたします。 

 請願第１号につきましては、肱川流域治水対

策特別委員会に付託したいと思います。これに

御異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○清水久二博議長 御異議ないものと認め、請

願第１号につきましては肱川流域治水対策特別

委員会に付託することに決定いたしました。 

 各委員会におかれましては、議案並びに請願

について十分に審査を行い、次の本会議におい

て委員会の審査の経過と結果について各委員長

の報告を求めることといたします。 

 以上で本日の日程を終了いたしました。 

 お諮りいたします。 

 12月14日から16日及び19日、20日は委員会審

査等のため休会にしたいと思います。これに御

異議ありませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○清水久二博議長 御異議ないものと認め、

12月14日から16日及び19日、20日は休会とする

ことに決定いたしました。 

 なお、12月17日、18日の両日は市の休日で休

会となっております。 

 12月21日午後２時から本会議を開きます。 

 日程は、各委員長の報告と議案等に対する審

議の続行であります。 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 

○清水久二博議長 本日はこれにて散会いたし

ます。 

午後４時44分 散 会 

   ～～～～～～～～～～～～～～～ 
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